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Ⅰ 総論 

 

1．事業の目的 

 

 国は、「総合的な TPP関連政策大綱」（平成 27年 11月 25日 TPP対策本部決

定）に即し、農林水産物の輸出を拡大し、需要フロンティアの開拓を図ること

により､攻めの農林水産業を推進することが必要になっている。 

 このため、平成 28年度補正予算で品目別輸出促進緊急対策事業を実施する

こととなり、その中で農産物輸出コスト低減対策特別支援事業を実施し、低コ

スト防除技術、低コスト資材の利用技術の実証に取り組むこととした。その一

環として、野菜等の輸出の拡大と国際競争力の強化に向けて、高度に環境を制

御し、高い生産性を実現できる温室の設置コストの低減を図ることを目的とし

本事業を実施する。 

 

２．事業の概要 

野菜等の輸出拡大と国際競争力の強化に向けて、高度に環境を制御し、高い

生産性を実現できる温室の設置コストを低減するため、次に掲げる取組を実施

する。 

 （１）温室の低コストモデルの検証・改良 

    野菜等の輸出拡大に資する高生産性温室の低コストモデルを確立する

ため、専門委員を参集し、温室の設計について詳細検討を行う。また、

輸出を目指す施設園芸産地又は生産者と連携し、低コストモデルの実

証・改良のための現地調査、実証・改良に必要な資機材の導入及び、導

入効果に係る調査・分析等を実施する。 

 （２）温室の設計指針の策定に必要なデータの整備 

 高生産性温室の低コスト化及び生産者の適切な選択を促す観点か

ら、生産者の参画を得て、温室の構造計算の方法等を例示した指針

（以下、「設計指針」という。）の基本的な項目の策定に向けた検討を

行う。また、設計指針の策定に必要な根拠データを整備するための試

験を実施する。 

 

３．事業の実施体制 

 

３．１ 運営企画委員会の構成と開催 

３．１．１ 構成 
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本事業の内容である、温室の低コストモデルの検証・改良と温室の設計指針

の内容は密接に関連するため、全体の事業計画の検討、調整を行うためにこの

運営企画委員会を設置した。構成は次の通り。 

 

職名 区分 氏 名 所  属・役  職 

委員長 学識経

験者 

 高市 益行 （国研）農研機構 野菜花き研究部門 企画

管理部長 

委員 学識経

験者 

 丸尾 達 千葉大学大学院園芸学研究科 教授 

 田中 礼治 東北工業大学 名誉教授 

農業者

等 

 大山 寛 全国野菜園芸技術研究会 会長 

 向後 武彦 農事組合法人 和郷園 副代表理事 

 渋谷 忠宏 全国野菜園芸技術研究会 副会長 

メーカ

ー等 

 鈴木 秀典 株式会社大仙 会長 

 大出 祐造 株式会社誠和。代表取締役 

 中澤 秀樹 

細野 浩司 

(H29年 4月

～) 

全国農業協同組合連合会 生産資材部 園芸資

材課長 

 

３．１．２ 開催 

   第１回  開催日：平成 28年 11月 10日（木）  

        場所：東京八重洲ホール 

        出席者：委員 9名中 8名出席（大山委員欠席） 

        検討事項：①平成 28年度補正予算：農業用温室設置コスト 

低減推進事業について 

②本事業の実施内容について 

③高生産性低コストモデルの検討の進め方につい 

て 

④新技術についてのアンケート調査について 
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   第２回  開催日：平成 29年 3月 24日（金） 

        場所：東京八重洲ホール 

        出席者：委員 9名中 8名出席（鈴木委員欠席） 

        検討事項：①農業用温室設置コスト低減推進事業の本年度の 

実績について 

②同事業の来年度の進め方について 

 

    第３回  開催日：平成３０年３月５日（月） 

         場所：東京八重洲ホール 

          出席者：委員９名中８名（丸尾委員欠席） 

         検討事項：農業用温室設置コスト低減推進事業報告書のと 

りまとめについて 

 

 ３．２ 低コストモデル検討専門委員会の構成と開催 

 ３．２．１ 構成 

 （１）委員名簿 

職名 区分 氏名 所属・役職 

委員長 学識経験者 丸尾 達 千葉大学大学院園芸学研究科教授 

委員 学識経験者 中野 明正

（H29年 10

月まで） 

農研機構 野菜花き研究部門生産環境ユニ

ット長 

林 真紀夫 東海大学名誉教授 

糠谷 明 静岡大学名誉教授 

星 岳彦 近畿大学生物理工学部教授 

農業者等 大山 寛 全国野菜生産技術研究会会長 

小林 秀男 JA佐野いちご部会長 

新美 康弘 株式会社にいみ農園代表取締役 

鈴木 和雄 静岡県温室農業協同組合代表理事・組合長 

西郡 義博 八代地域農業協同組合 営農部 営農企画課 

主任 

林 俊秀 農業生産法人株式会社 Tedy代表取締役 
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𠮷田 稔 

(H29年 4月

～) 

JA玉名前ミニトマト部会長 

 
メーカー等 阿部 茂喜 渡辺パイプ株式会社 グリーン事業部商品

開発部部長 

津川 修一 株式会社 大仙取締役関西支社長 

久米 寛二 イノチオアグリ株式会社専務取締役 

大西 亮造 サンキン B&G株式会社資材管理部長執行役

員 

 斉藤 章 株式会社誠和。営業部ソリューション事業

室室長 

  番 三千郎 ネポン株式会社 営業本部営業推進部次長 

 

（２）作物別担当委員 

作目 委員区分 委員名 所属･役職 

トマト 生産者 西郡義博 八代地域農業協同組合営農部営農企画課主任 

生産者 大山 寛 全国野菜園芸技術研究会会長 

学識経験者 丸尾 達 千葉大学大学院園芸学科教授 

メーカー等 久米寛二 イノチオアグリ株式会社専務取締役 

メーカー等 番三千郎 ネポン株式会社営業本部営業推進部次長 

イチゴ 生産者 小林秀雄 JA佐野いちご部会長 

学識経験者 

 

中野明正 

 

(国研）農研機構野菜花き研究部門生産環境ユニ

ット長 

メーカー等 斉藤 章 株式会社誠和。営業部ソリューション事業室室

長 

ミニ 

トマト 

生産者 西郡義博 八代地域農業協同組合営農部営農企画課主任 

生産者 新美康弘 株式会社にいみ農園代表取締役 

学識経験者 林真紀夫 東海大学名誉教授 

メーカー等 阿部茂喜 渡辺パイプ株式会社グリーン事業部商品開発部

部長 

メロン 生産者 鈴木和雄 静岡県温室園芸農業協同組合代表理事・組合長 

学識経験者 糠谷 明 静岡大学名誉教授 

メーカー等 津川修一 株式会社大仙 取締役関西支社長 

生産者 林 俊秀 農業生産法人株式会社 Tedy代表取締役 
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パプリ

カ 

 

学識経験者 星 岳彦 近畿大学生物理工学部教授 

メーカー等 大西亮造 サンキン B&G株式会社 資材管理部長執行役員 

 

 

 

 ３．２．１ 開催 

   第１回  開催日：平成 28年 11月 30日（水） 

        場所：東京八重洲ホール 

        出席者：委員 17名中 16名出席（阿部委員欠席） 

        検討事項：①平成 28年度補正予算：農業用温室設置コスト 

低減推進事業について 

②本事業全体の実施内容について 

③第１回運営企画委員会の決定事項について 

④本委員会に係る事業実施内容 

 

   第２回  開催日：平成 29年 1月 19日（木） 

        場所：農林水産省 農林水産政策研究所 

        出席者：委員 17名中 16名出席（大山委員欠席） 

        検討事項：①現地調査結果について  

②ハウスの設置コストの低減に結びつく新技術等 

に関するアンケート調査結果について 

③標準となる高生産性低コストハウスの仕様の検 

討 

④作物別高生産性低コストハウスの検討方向につ 

いて 

⑤今後の検討の進め方について 

 

   第３回  開催日：平成 29年 1月 31日（火） 

        場所：東京八重洲ホール 

        出席者：委員 17名中 16名出席（中野委員欠席） 

検討事項：①ハウスの設置コストの低減に結びつく新技術等 

に関するアンケート（技術選定のとりまとめ、 

３名以上が選定） 

②標準となる高生産性低コストハウスの仕様の検 

討 
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   第４回  開催日：平成 29年 3月 9日（木） 

        場所：東京八重洲ホール 

        出席者：委員 17名中 15名出席（林委員、阿部委員欠席） 

検討事項：①標準となる高生産性低コストハウス仕様の検討 

②本年度事業のとりまとめ及び来年度事業の進め 

方について    

 

   第 5 回  開催日：平成 29 年 9 月 5 日（火） 

        場所：東京八重洲ホール 

        出席者：委員 18 名中 18 名出席 

        検討事項：①標準となる高生産性低コストハウスの検討経緯

のとりまとめの方向について 

             ②作物別・地域別高生産性低コストハウスの検討 

について  

③輸出目標設定に向けての基本的な考え方につい 

て 

                                      

  （作物別・地域別高生産性低コストハウスの検討）  

トマト検討小委員会  第 1 回 平成 29 年 11 月 15 日（水） 

           第 2 回 平成 30 年 1 月 12 日（金） 

 

ミニトマト検討小委員会第 1 回 平成 29 年 10 月 18 日（水） 

           第 2 回 平成 29 年 12 月 21 日（水） 

 

イチゴ検討小委員会  第 1 回 平成 29 年 10 月 27 日（金） 

           第 2 回 平成 30 年 1 月 15 日（月） 

 

メロン検討小委員会  第 1 回 平成 29 年 10 月 10 日（火） 

              第 2 回 平成 29 年 12 月 12 日（火） 

 

   パプリカ検討小委員会 第 1 回 平成 29 年 10 月 20 日（金） 

              第 2 回 平成 29 年 12 月 22 日（金） 

 

   第 6 回 開催日：平成 30 年 2 月 20 日（火） 

        場所：農林水産省 農林水産政策研究所 
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        出席者：委員 17 名中 13 名出席(星、林、津川、斎藤委員欠席) 

        検討事項：①作物別・地域別高生産性低コストハウスの検討結

果について  

             ②報告書のとりまとめについて 

 

３．３ 温室設計指針検討専門委員会の構成と開催 

３．３．１ 構成 

 

（１）委員名簿： 

職名 区分 氏名 所属・役職 

委員長 学識経験者 田中 礼治 東北工業大学 名誉教授 

委員 学識経験者 石井 雅久 農硏機構本部企画調整部 上級研究員 

小川 秀雄 元神奈川大学 

佐瀬 勘紀 日本大学生物資源科学部生産環境工学科 

教授 

古野 伸典 山形県庄内総合支庁農業技術普及課産地研

究室主任専門研究員 

森山 英樹 農硏機構農村工学研究部門農地基盤工学研

究領域農業施設ユニット 上級研究員 

師橋 憲貴 日本大学生産工学部建築工学科 教授 

農業者 尾原 由章 株式会社尾原農園 代表取締役 

向後 武彦 農事組合法人和郷園 副代表 

今野 文隆 デリシャスファーム株式会社 代表取締役 

渋谷 忠宏 全国野菜生産技術研究会 副会長 

設計者 川口 厚 イノチオアグリ株式会社 設計工務部統合

施設工務課 担当課長 

西田 達 サンキンＢ＆Ｇ株式会社農芸施設事業部技

術課 次長 

佐々木伸明 株式会社大仙営業事業部 部長 兼建築士

事務所 所長 

阿部 茂喜 渡辺パイプ株式会社グリーン事業部商品開

発部 部長 
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（２）実施内容別担当委員 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．３．２ 開催 

    第１回  開催日：平成 28年 11月 10日（木） 

         場所：東京八重洲ホール 8階 800会議室 

         出席者：委員 15名中 14名出席（師橋委員欠席） 

        検討事項：①事業の経過 

              ②事業の実施内容 

              ③本専門委員会に係る事業の実施内容の検討 

 

    第２回 開催日：平成 29年 3月 21日（火） 

         場所：東京八重洲ホール 9階 901会議室 

         出席者：委員 15名中 13名出席（佐瀬、向後委員欠席） 

         検討事項：①事業実施経過 

              ②風洞・融雪試験計画の検討 

③融雪調査結果の検討 

④オランダ温室規格の検証 

⑤基準解説書の作成 

⑥指針基本項目の検討 

              ⑦本年度事業のとりまとめおよび来年度事業の

進め方 

 

実施内容 担当委員 

専門委員会 委員長、全委員 

風洞試験 森山 

融雪試験 古野 

融雪調査 古野、小川 

オランダ温室規格 佐瀬、師橋、設計者委員 

基準解説書 小川、農業者委員、設計者委員 

指針基本的項目 田中、小川、森山、農業者委員、設計者委員 
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    第３回 開催日：平成 29年 10月 13日（金） 

         場所：東京八重洲ホール 3階 301会議室 

         出席者：委員 15名中 13名出席（石井、西田委員欠席） 

         検討事項：①事業実施経過および今後の進め方 

              ②風洞試験結果の検討 

③オランダ温室規格の検証 

④指針基本項目の検討 

               

第４回 開催日：平成 30年 2月 27日（火） 

         場所：東京八重洲ホール 5階 511会議室 

         出席者：委員 15名中 14名出席（向後委員欠席） 

         検討事項：①事業実施経過 

              ②融雪試験結果の検討 

③指針基本項目の検討 

④実施結果報告の検討 

 

３．３．３ 基準解説ＷＧの開催 

開催日：平成 28年 12月 26日（月） 

    場所：当協会３階会議室 

    出席者：小川委員、設計者委員（川口、西田、佐々木、阿部） 

    検討事項：(1)基準解説書の校正 

         (2)温室ハウス型式・強度の種類 

         (3)今後の作成手順 

 

３．３．４ 指針基本項目ＷＧの開催 

開催日：平成 30年 1月 17日（水） 

    場所：山形県庄内総合支庁農業技術普及課産地研究室 

    出席者：田中委員長、石井、小川、佐瀬、古野、師橋各委員 

    検討事項： 風洞試験、融雪試験、融雪調査結果を反映した指針基本

項目の策定内容 
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Ⅱ 低コストモデル検討専門委員会報告 

 

１ はじめに―本報告書利用に当たっての留意事項について― 

 

 本検討専門委員会では、温室の設置コスト低減に寄与する技術や現地情報等

を収集し、10a当たり平均単収の 2倍程度の単収を確保しつつ、温室の設置コス

トを現状から３割程度削減することを目指して検討を進めてきた。本報告書は

あくまで目安であり、利用に当たっては以下の点に留意しつつ、各作物・各地域

の温室設置コストの低減に向けた検討に役立てていただきたい。 

 

（１）検討に当たり利用した新技術等は、あくまでも実用化しているもののみを

対象としているので、新たな新技術の実用化の状況等に応じて内容の見直

しが必要であること 

 

（２）目標とする 10a 当たり単収の確保には、温室性能と合わせて経営者に一

定の栽培管理能力が求められ、検討したモデルもそれを前提としている（十

分な栽培経験や栽培管理能力を有しない場合は達成できる水準ではない）

こと 

 

（３）さらに、今回の検討に当たっては、規模の拡大や新規参入を加速化させる

ことを目的に、温室の初期設置コストの削減に主眼を置いており、ランニン

グコストとの比較検討は行っていないので、実際の導入に当たってはその

点も踏まえる必要があること 

例えば、今回の検討では被覆材として長期展張可能な農 POを用いるケー

スが多いが、より長期展張が可能なフッ素フィルムについては、当初の設

置コストは高いが、途中での張り替えの費用が発生しないなど長期的視点

で評価した場合利点がある。また、保温カーテンは１軸１層を標準とした

が、長期のコスト比較を行うと２軸２層のカーテンを導入したほうが良い

場合がある。これらの例からもどちらの費用効果が高いか、何を重視する

かはケースバイケースで検討する必要がある。 

 

（４）温室の設置コストについて具体的に検討するため、本検討委員会では委員

であるハウスメーカー等の見積の結果を活用しているが、今回の見積は、仕

様に示された条件を前提とするとともに、 

①ハウス施工の可能な業者や多くの設備メーカーからの網羅的な見積も

りではなく、限定的な見積であること 
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②生産者等から注文のあった具体的な温室の設置に伴う競争的な見積と

は異なり、標準的な見積となっていること 

から、実際のそれぞれの検討に当たっては、数社以上に見積をしてもらうと

ともに、設備等の内容について別途比較検討を行う必要があること 

 

（５）さらに、短期間で５作物・地域のモデル検討を行ったこともあり、収集し

た事例が限られていること 

  

 

 

２ 対象作目と対象地域の選定 

 本事業の目的は温室で栽培されている野菜等の輸出拡大である。農林水産

物・食品の輸出額は年々増加しており、特にここ 3年間は毎年過去最高を更新

し続けており、平成 27年は 7,451億円になって、平成 28年に 7,000億円とい

う中間目標を 1年前倒しして達成した。平成 28年度は、7,503億円とやや伸び

は鈍化している。 

 
 

 温室内で栽培されている野菜等としては、面積順に①トマト②ほうれんそう

③いちご④きゅうり⑤メロン⑥スイカ⑦ねぎ⑧なす⑨にら⑩ピーマンとなって

いる。このうち輸出額の大きなものは、いちごとメロンでそれぞれ 1,148百万

円、メロン 331百万にとどまっている。このほか、温室で最も多く栽培されて

いるトマト、ミニトマトも輸出事例が報告されている。従って対象作目とし

て、まずトマト、ミニトマト、いちご、温室メロンを対象とすることとした。 
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 一方、近年国内での消費の増えているパプリカについては、ほとんどが海外

からの輸入であり、その生産は海外の高度に環境制御された近代的な温室で生

産されている。近年、日本でもその生産に取り組む生産法人等が増えてきてお

り、高生産性の低コスト温室が実現すれば、国内での生産拡大も期待できる作

目であることから、本事業の対象作目の一つに加えることとした。 

 対象地域については、温室で栽培されている面積が広く、なおかつ輸出して

いる地域を選定することを第１とし、現地との調整を進めた。その結果、トマ

トは、熊本県 JAやつしろ、ミニトマトは同じく熊本県 JA玉名、イチゴは栃木

県 JA佐野、温室メロンは静岡県温室農業協同組合クラウンメロン支所、パプ

カは（株）Tedyに協力していただくこととなった。 
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（資料１：P56）輸出事例 

（資料 2：P60）調査対象地域の生産概況等  

 

３ 農業温室設置コストの低減に結びつく新技術等に関するアンケート調査 

 

３．１ 調査方法 

 アンケート調査は電子メールまたは郵送で、依頼文及びアンケート用紙（資

料 3：P65）を配布して行った。平成 28年 11月 14日に依頼し、締切は 12月

20日とした。 

 電子メールによる依頼先は（一社）日本施設園芸協会会員（75社）、施設園

芸･植物工場展（GPEC）出展企業（96社）、施設園芸・野菜園芸関係研究者（農

研機構 28名、大学 20名、公立研究機関 25名）であり、郵送による依頼先は

都道府県試験研究機関の施設園芸関係部・研究室（51機関）であった。 

 

３．２ 調査結果 

 回答は 24名(社)からあり、合計 132の新技術等の素材が提案された（資料

4：P67）。提案された新技術等の素材は低コストモデル検討専門委員会に諮り

（メールによる投票方式）、委員 4名以上が投票した 11の新技術等（資料 5：

P80）を選定した。選定された新技術等については、提案者に農林水産省の新

技術提案会で用いられた様式に沿って資料の作成を依頼した。農林水産省の新
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技術提案会に提出された新技術素材と重複する、アイデアの段階で具体的な新

技術を示すことができないなどの理由から、最終的には次の 3素材（資料 6：

P82）となった。 

① 鉄骨ハウスに於ける良加工性高強度鋼板による部材の軽量化、部材のメ

ッキ化、施主・農家での施工、及び耐久性向上を狙う 

② パイプハウスの規格化、統一化 

③ 既存ハウスの簡易補強技術 

 

３．３ 農林水産省「農業温室の設置コスト低減に向けた技術提案会」への参     

 画 

 

３．３．１ 第 1回  

平成 29年 1月 19日、農林水産政策研究所セミナー室で開催された農林水産

省主催の「農業温室の設置コスト低減に向けた技術提案会」に低コストモデル

検討専門委員会の委員が、提案された新技術等の検討委員として参画し、新技

術の評価・選定を行った。 

 技術提案会には、ハウス本体及び内部設備を合わせたトータル技術６件、ハ

ウス本体及び内部設備等の要素技術９件、合計 15件の提案があり、委員によ

る検討の結果 13件の新技術等を選定した。選定された新技術等は次のとおり

である。 

１）トータル技術 

① 低コストプレート基礎とダブルアーチ構造による高強度パイプハウスと

日射比例潅水を利用した栽培設備 

② 低コスト耐候性ハウス、低コスト環境制御機器（チャンネル数の絞込

み）及び養液土耕を組み合わせた熊本県の次世代施設園芸 

③ 栽培に必要なハウス空間を仮説設定し、目標環境性能を定め、気流解析

シミュレーション等を活用し、ハウス内の機器装置の設置位置を最適化

し、ハウス全体のコストダウンを狙う全体設計プロセス 

④ ワイヤーと柱材による引張構造ハウスと新型栽培ベンチ等を組み合わせ

た低コストいちごプラント 

⑤ 「パイプハウス（八角ハウス）と鉄骨ハウスを融合したハイブリッドハ

ウス（軒高 3.5m）」、「高張力材の仕様とプレメッキによる高軒高鉄骨ハウ

ス（軒高 4.5m）」、「複合制御と潅水制御を一体化した遠隔・モニタリング

が可能な制御盤」 

２）要素技術 
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⑥ 高強度交換を用いた従来よりも安価なパイプハウス（鳥取型低コストハ

ウス） 

⑦ コンクリートを使わずに、柱材との接合も容易なタッピングパイル基礎

工法 

⑧ 農業用温室本体の設計から施工まで一貫体制による設置コスト低減 

⑨ 垂木ピッチの拡大とフィルム展張専用台車を活用した高速展帳による低

コスト高性能フィルムハウス 

⑩ 建設足場資材とスパイラル基礎杭を利用した中山間地向けの小規模低コ

ストハウス 

⑪ 栽培ベッドの鋼板化と国産オンサイト成形技術の開発によるコストダウ

ン 

⑫ 低コスト省力化養液土耕・環境制御システムと新規就農者を支援するク

ラウドシステム 

⑬ 大型重機の利用とフィルムの新展帳工法による低コストハウス 

 

３．３．２ 第２回 

平成 30年 2月 20日、農林水産政策研究所セミナー室で開催された農林水産

省主催の「第 2回農業用ハウスの設置コスト低減に向けた技術提案会」に低コ

ストモデル検討専門委員会の委員が、提案された新技術等の検討委員として参

画し、新技術の評価・選定を行った。 

 技術提案会には、技術等９件が開発者等から発表され、2件及び昨年度から

進展した技術 3点については、事務局より紹介された。 

 

 

４ 現地調査 

 第 1回目現地調査については、事業開始段階で設定した産地（大玉トマト：

JAやつしろ、ミニトマト：JAたまな、イチゴ：JA佐野、温室メロン：静岡県

農業協同組合、パプリカ：株式会社 Tedy）に出向き、生産者、農協関係者等か

ら、各対象品目について、輸出を拡大するための課題、ハウスの使用状況、低

コスト化に向けた課題等について聞き取り調査を行った。第２回目現地調査に

ついては、５品目の先進産地（生産者）を調査対象とし、生産の低コスト化、

生産性向上技術等について聞き取り調査を行った。調査実施日、参加者、調査

場所等は次のとおりであった。 

 

１）大玉トマト、第１回 

(1) 調査年月日：平成 28年 12月 15日 
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 (2) 参加者 

低コストモデル検討専門委員会委員： 

学識経験者 丸尾 達 千葉大学大学院園芸学科教授 

（報告とりまとめ） 

生産者     大山 寛 全国野菜生産技術研究会会長 

メーカー等 久米寛二 イノチオアグリ株式会社専務取締役 

専門委員  西郡義博 八代地域農業協同組合営農部営農企画課主任 

事務局：（一社）日本施設園芸協会 

           竹森三治 常務理事 

           吉岡 宏 参事 

           大橋 透 業務部長 

 (3)調査対象地：熊本県八代地域農業協同組合管内及び 

ネクストくまもと（熊本市北区植木町） 

(4)調査結果：資料７（１）：P86 

 

２）ミニトマト、第１回 

(1) 調査年月日：平成 28年 12月 16日 

(2) 参加者 

低コストモデル検討専門委員会委員： 

学識経験者 林 真紀夫  東海大学名誉教授（報告とりまとめ） 

生産者   新美康弘   株式会社にいみ農園代表取締役 

メーカー等 阿部茂喜   渡辺パイプ株式会社グリーン事業部 

商品開発部部長 

    事務局：(一社)日本施設園芸協会 

                 竹森三治   常務理事 

大橋 透   業務部長 

(3) 調査対象産地・対応者：熊本県玉名市 ＪＡたまな管内 

(4) 調査結果：資料７（２）：P97 

 

３）イチゴ、第１回 

（1）調査年月日：平成 28年 12月 13日 

(2) 参加者 

低コストモデル検討専門委員会委員： 

学識経験者 中野明正  農研機構野菜花き研究部門 

生産環境ユニット長（報告とりまとめ） 

生産者      小林秀男 JA佐野苺部会長 
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メーカー等 斉藤 章 株式会社誠和。営業部ソリューション事業室長 

事務局：（一社）日本施設園芸協会 

            竹森三治 常務理事 

            吉岡 宏 参事 

 (3) 調査対象地：栃木県佐野市 小林秀男氏ハウス 

 (4) 調査結果：資料７（３）：P104 

 

４）大玉トマト、ミニトマト、イチゴ（合同調査）、第２回 

(1) 調査年月日：平成 29年 1月 24日 

(2) 参加者 

低コストモデル検討専門委員会委員： 

トマト（大玉トマト・ミニトマト） 

学識経験者 丸尾 達 千葉大学大学院園芸学科教授 

（報告とりまとめ） 

生産者       西郡義博 八代地域農業協同組合営農部営農企画課主任 

生産者       大山 寛 全国野菜生産技術研究会会長 

メーカー等  番 三千郎 ネポン株式会社営業本部営業推進部次長 

イチゴ 

学識経験者  中野明正 農研機構野菜花き研究部門生産環境ユニット長 

生産者       小林秀雄   JA佐野いちご部会長 

事務局：（一社）日本施設園芸協会 

            竹森三治  常務理事 

            吉岡 宏  参事 

            大橋 透  業務部長 

 (3) 調査対象地：栃木県栃木市・壬生町・下野市 

①ゆめファーム全農（大玉トマト） 

②三上農園（三上光一氏）（イチゴ） 

③株式会社誠和。トマトパーク（大玉トマト・ミニトマト） 

 (4) 調査結果：資料７（４）：P111 

 

５）メロン、第 1回 

(1) 調査年月日：平成 28年 12月 12日 

 (2) 参加者 

低コストモデル検討専門委員会委員： 

学識経験者 糠谷 明 静岡大学名誉教授（報告とりまとめ） 

生産者      鈴木和雄 静岡県温室農業協同組合代表理事・組合長 
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メーカー等 津川修一 株式会社大仙取締役関西支社長 

事務局：（一社）日本施設園芸協会 

           竹森三治 常務理事 

           吉岡 宏 参事 

 (3) 調査対象地：静岡県袋井市 

①静岡県温室農業協同組合 

②大和コンピュータ㈱近藤農場 

 (4) 調査結果：資料７（５）：P125 

 

６）メロン、第２回 

(1) 調査年月日：平成 29年 2月 8日 

 (2) 参加者 

低コストモデル検討専門委員会委員： 

学識経験者 糠谷 明 静岡大学名誉教授（報告とりまとめ） 

生産者      鈴木和雄 静岡県温室農業協同組合代表理事・組合長 

メーカー等 津川修一 株式会社大仙取締役関西支社長 

（代理出席：渡辺千洋） 

事務局：（一社）日本施設園芸協会 

           竹森三治 常務理事 

           吉岡 宏 参事 

 (3) 調査対象地：高知県南国市、香南市 

①株式会社西島園芸団地 

②JAとさかみ 夜須支所メロン部会 

 (4) 調査結果：資料７（６）：P130 

 

７）パプリカ、第 1回 

(1) 調査年月日：平成 28年 12月 19日 

(2) 参加者 

低コストモデル検討専門委員会委員： 

学識経験者 星 岳彦 近畿大学生物理工学部教授（報告とりまとめ） 

生産者    林 俊秀 農業生産法株式会社 Tedy代表取締役 

事務局：（一社）日本施設園芸協会 

           吉岡 宏 参事 

           大橋 透 業務部長 

 (3) 調査対象地：茨城県水戸市 

農業生産法人 株式会社 Tedy  
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 (4) 調査結果：資料 7（７）：P135 

 

８）パプリカ、第２回 

(1) 調査年月日：平成 29年 1月 13日 

 (2) 参加者 

低コストモデル検討専門委員会委員： 

学識経験者 星 岳彦 近畿大学生物理工学部教授（報告とりまとめ） 

生産者    林 俊秀 農業生産法株式会社 Tedy代表取締役 

メーカー等 大西亮造  サンキン B&G株式会社資材管理部長執行役員 

事務局：（一社）日本施設園芸協会 

         竹森三治  常務理事 

吉岡 宏 参事 

 (3) 調査対象地：北海道釧路市  株式会社北海道サラダパプリカ 

 (4) 調査結果：資料 7（８）:P139 

 

５ 補助事業で設置した温室の仕様等の把握 

 国庫補助事業で整備した温室の仕様等については、農林水産省の協力より、

６カ所の実施事例を収集することができた（資料 8：4事例：P144、表 5：2事

例）。 

 

６ 高生産性低コストハウスの検討 

 

６．１ 検討に当たっての基本的な考え方 

 

（1）11月 10日に開催された第 1回運営企画委員会において、低コストモデル

の検討に当たっての方針が決定された。 

  ①検討の進め方として、各地域、作目毎に低コストモデルの仕様の検討を短

期間に進めることは、困難と考えられる。そのため、代表的な作目で、標

準的な地域を想定し、標準的なモデルをまず作り、それを各作物や地域の

条件等を加味したものにしていくこととする。 

②モデルの規模については、将来的なものを考えれば、１ha 規模のものを

検討することが望ましいが、現状では個別農家が対応することは困難であ

り、１ha への規模拡大もにらみながら、50a の規模を基本にモデルを検

討する。 

③本体の構造については、現行の低コスト耐候性ハウスを活用する。 
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（2）この方針を踏まえて、低コストモデル検討専門委員会では、収量を全国平

均の 2倍（高生産性）及び設置コストを従来の同性能の温室の 3割減（低コ

スト）にすることを目標とし、この高生産性低コストハウスの普及により産

地での輸出の拡大を図ることとした。 

  

（3）検討の基本となる標準モデルの検討の前提条件を以下のように設定した。 

  ①対象作物：トマト(施設での作付が最も多いこと、輸出にも取り組まれて

いること) 

  ②耐候性：35ｍ/s 以上とする。関東、東海の非積雪地域を想定。構造計算は

「園芸用施設安全基準(平成 28 年版に準拠)する。 

  ③目標数量：30 トン/等 10a (トマトについては、全国平均の 2 倍ではなく

より意欲的な目標する。) 

  ④設置コスト：温室本体、栽培装置、環境制御装置等をセットで現行（約

3,300 万円/10a）の 3 割減の 2,300 万円/10a 以下を目指す。 

 

（現行の温室設置コスト 3,300 万円は/10a は、農林水産省が過去の事業実績を

勘案し、補助事業の上限価格として設定したものであり、温室の具体的なスペ

ックを考慮して設定したものではない。また、消費税も平成 9 年 4 月 1 日～平

成 26 年 3 月 31 日までは 5％であったがそれ以降８％に引き上げられている。

ここでは、上限価格が税込み価格であることから税込み価格で整理することと

した。） 

 

６．２ 標準モデル（トマト（大玉））の検討 

 

６．２．１ 標準モデルの仕様の検討 

  30トン取りが可能となる現行の 3,300万円のハウスの仕様を確認すること

とにし、 

①農林水産省に補助事業で実施したもので、この金額に近い事例を探して

仕様を確認する    

②ハウスメーカーに、30トン取りに必要と思われる温室の仕様を示し、見

積もりをお願いする 

こととした。 

  ②の仕様については、以下の通りである。 

 

なお、農業温室については、通常建築基準法の対象外となっており、補助事

業などにおいても「公共建築工事標準単価積算基準」などの対象となっておら
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ず、さらに、一般建築とは異なる特別な部材等が多く使用されていることなど

から、設計事務所等に依頼し、標準的な積算（標準的な工事費）を算定しても

らうことは困難であり、また通常の発注の際にもメーカー等に見積を依頼して

いることから、検討委員をお願いしたメーカー等に見積をお願いした。本報告

書で使用されている見積は網羅的に収集したものでなく限定的なものであるこ

とに留意する必要がある。 

   

（参考） 

33，000 千円/10a の見積に当たっての標準的な仕様について 

 

1. 栽培対象作物 

◆ 大玉トマト用連棟ハウス 

 

2. 設置場所等 

◆ 関東東海地域（積雪無） 

◆ 耐風速 35ｍ／秒 

◆ 東西 100ｍに整備された水田に、南北棟で設置（9m×10 スパン=90m） 

 

3. トマトの栽培方法 

◆ ハイワイヤー方式 

◆ 培地はロックウール（スラブ） 

◆ 架台上に設置 

◆ ドリップ灌液 

 

4. 施設概要 

◆ 軒高 4.5m、間口 9m*10 連棟、奥行き 55ｍ 設置面積 4,950m2 

◆ 天窓 片天窓 

◆ 側窓 巻き上げ（上下 2 段） 

◆ 被覆資材 

 天井部  ：長期展張の可能な資材（農 PO またはフッ素系フィルム） 

 巻き上げ部 ：農 PO 

 裾部  ：専用長期展張フィルム 

 

5. 内部施設 

◆ カーテン ：2 軸 2 層 

◆ 温風暖房 ：A 重油、灯油、LP 等 
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◆ 二酸化炭素施用 ：上記暖房システムとの協調を図る燃焼方式または液化 CO2 

◆ 細霧装置 ：冷房用及び飽差制御用 

◆ 循環扇 ：施設内のムラを極力抑制 

◆ 作業用台車 ：レール式またはタイヤ式 

 

6. 統合環境制御（気温、湿度、日射、二酸化炭素） 

 

６．２．２ 第 1回見積結果と仕様の見直し 

 上記の仕様に基づき 4 社に見積もりを依頼した結果は、表４のとおりである。 
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50a のハウスで見れば 185,112 千円～213,624 千円で、10a 当たりで見れば、

37,396千円～43,156千円であった。現状の上限の 33，000千円を上回っていた

ことから、仕様について再検討を行い、 

（１）設置場所の明確化―愛知県豊橋市（場所を明確化することにより見積精

度を上げ、コストを下げる） 

（２）側窓 巻き上げ（下一段）（利用実態から、適正化。） 

（３）被覆資材 天井部 10年以上展張可能な農 PO（設置コストの削減を優先。） 

（４）カーテン 一層（寒冷地ではないので、必要性が低く、設置コストの削減

を優先。） 

（５）細霧冷房工事は実施しない（夏期の生産は限られること、設置コストの削

減を優先。） 

事とした。この仕様に基づき、第 2回目の見積をお願いした。 

 

６．２．３ 第２回見積の結果と仕様の検討 

（1）その結果、表５のとおり 50ａの工事費で、151,200千円～178,302千円, 

10ａ当たり工事費で 30,240千円～35,660千円となり上限の 33,000万円と

平均すれば同水準となったが、目標 23,000千円には達しなかった（一社の

見積は、軒高を 3ｍに変更したものであったので、この中に含まれていな

い）。 

農林水産省の補助事業で実施した事例についても、33,000千円に近い事

例 2例（関東地方 A県、関東地方 B県）が報告された。 
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  第 4回の検討会で、コストダウンの可能性についてさらに議論を行った結果、 

・あくまでも 50ａの温室モデルであること（30ａであれば、10ａあたりにす

れば高くなること） 

・豊橋を設置場所にしているので、他の場所で作る場合、例えば寒冷地など

では、カーテンを 2層にする必要などがでてくること 

・暖房については、早朝の急激な温度上昇はできないこと 

等の一定の条件が付くことを明確にすることを前提に、 

① 基礎については、タッピングパイルを用いること 

② 軒高について、4.5ｍ、4ｍでどのくらい変わるかを検証 

③ 海外の製品の活用すること 

④ 塗装について全てドブ漬けにするのではなく、目標耐用年数 20 

年を確保できる水準でできるだけ簡易なものとすること 

⑤ 栽培方式については、ベッドは架台上に設置する方式とし本体にか

かる荷重を軽減するとともに、培地についてロックウールよりも安

いヤシガラ利用を検討すること 

⑥ 暖房機については、CO₂発生機も含め最大限能力を活用すること 

⑦ 高所作業車について、タイヤ方式を検討すること 

で、以下のように仕様を再整理し、各メーカーに第 3 回目の見積をお願いし

た。 

 

（参考） 

高生産性低コストモデルの見積に当たっての仕様について（最終版） 

 

1. 栽培対象作物 
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◆ 大玉トマト用連棟ハウス 

 

2. 設置場所等 

◆ 愛知県豊橋市 

◆ 耐風速 35ｍ／秒 

◆ 東西 100ｍに整備された水田に、南北棟で設置（9m×10 スパン=90m） 

 

3. トマトの栽培方法 

◆ ハイワイヤー方式 

◆ 培地はロックウール（スラブ）またはヤシガラ 

◆ 架台上に設置 

◆ ドリップ灌液 

 

4. 施設概要 

◆ 軒高 4 又は 4.5m、間口 9m*10 連棟、奥行き 55ｍ 設置面積 4,950m2 

◆ 天窓 片天窓 

◆ 側窓 巻き上げ（下１段） 

◆ 被覆資材 

 天井部  ：長期展張の可能な資材（農 PO） 

 巻き上げ部 ：農 PO 

 裾部  ：専用長期展張フィルム 

 

5. 内部施設 

◆ カーテン ：1 層 

◆ 温風暖房 ：A 重油、灯油、LP 等 

◆ 二酸化炭素施用 ：上記暖房システムとの協調を図る燃焼方式または液化 CO2 

◆ 細霧装置 ：無し 

◆ 循環扇 ：施設内のムラを極力抑制 

◆ 作業用台車 ：タイヤ式 

 

6. 統合環境制御（気温、湿度、日射、二酸化炭素） 

（注）   部分が前回と仕様を変更した部分である。 

 

６．２．４ 第 3回見積結果について 

(１)各社の上記検討項目についての検討結果は、以下の通りであった。 

  ①杭基礎（スパイラル杭、タッピングパイル）について、1 社は既に対応し、
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１社が新たに採用し、26％のコスト低減となった。1 社については自社で

の施工実績がないので採用できないとのことであった。  

  ②軒高について、4.5m から 4m に下げることにより、１社で鉄骨資材で 200

万円（約 8％）の削減、もう 1 社で鉄骨資材、アルミ材等で 260 万円（約

5％）の削減、残り 1 社は 4.5ｍで変更はなかった。 

  ③については、できるものは既に海外製品を使っており、これ以上の見直し

は困難としている。  

  ④については、一部でプレメッキ材の仕様がされているが、それ以外検討が

されていない。 

  ⑤1 社がパイプ架台、2 社がハンギングバスケット方式であるが、価格面で

大きな差はない。 

  ⑥については、CO₂発生機も含め最大能力を活用し、200 万円程度の削減と

なっている。 

  ⑦については、すべてタイヤ式に変更し、2 社でそれぞれ、280 万円、450

万円のコスト削減となっている。 

 

(２)以上の検討結果を踏まえた第 3 回の見積結果は表６（（注）を参照）のとお

りである。10 アールあたりで、1,008 千円～2,160 千円のコスト減となったも

のの、全体コストは 28 百万円～35 百万円で、目標の 23 百万円には達しなか

った。 

ただし、関東地方 A 県、B 県の 27 年の 2 事例に比べてみると、両事例のス

ペックは高いにもかかわらず、見積とほぼ同水準となっており、見積（メーカ

ーの販売希望価格）と実際の販売価格の間にギャップがあるのではないかと思

われる。 

 （注）表４、表５の見積の工事区分については、委員から各社で内訳がばらば

らでわかりにくいとの指摘があったことから、表６のように整理を行っ

た。表６以降の見積については、この整理されたものに統一されている。 
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(３)今回提案した削減案で採用されないものも多かったので、各社にその理由に

ついて整理していただいた。 

  その結果は、資料 9：P145 の通りである。カーテン、暖房機等の設備メー

カーにも聞き取りを行った。結果は資料 10：P146 の通りである。 

 

６．２．５ 技術提案を生かした検討 

目標 23 百万円の達成のため、農林水産省の技術提案会や当委員会で提案の

あった 2 社の低コストの活用の検討を依頼した。前述の 2 社以外についても、

可能であれば、低コストハウスの提案を依頼した。これらのハウスを活用する

とした場合にも、３０トン／１０ａを達成できることが条件になるので、軒高、

間口の変更を除き、仕様はできるだけ変更しないこととした。 

  その結果は以下のとおりであった。 

  ①１社については、既に販売されており、販売希望価格などもオープンにな

っており、さらなる削減が困難との回答であった。 

②もう 1社については、間口９ｍから８ｍに、軒高を４．５ｍから３ｍ 

変更した上で、検討を行い、目標実現の可能性はあるものの、全く施工実

績も無いことから今回具体的な内容の提示は困難との回答を得た。 

③この他、2社以外の１社より、間口６ｍでよければ自社オリジナルタイプ

（丸屋根アーチパイプ使用)のハウスであれば、消費税を除き 134，000千

円(10a当たり 24，815千円、約 256万円の減)となる見積の提出もあった。 

 

 

６．２．６ 標準モデルの検討結果のまとめ 

 以上の検討の結果を取りまとめると以下のとおりである。 

 

(1) 関係者へのアンケート調査、農林水産省の技術提案会等を通じて、新しい

技術の収集等を行ったが、大幅なコストダウンを図ることのできる技術は限

られていたが、タッピングパイル工法などの新技術は本検討にも活用した。 

 

⑵ 農林水産省にこれまでの実施事例を調べてもらい、現行上限 3，300 万円／

10a の水準のもの 2 事例が報告された。この 2 事例はトマトのハイワイヤー

方式で栽培されるものであり、当初メーカーの方へ依頼した仕様にほぼ沿っ

たものであった。 

 

⑶ しかし、メーカーの当初の見積については、4，000 万円水準であったので、
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目標単収を維持しつつ、仕様について以下の様な絞り込み（スペックの適正化）

を行った。 

 ①側窓について巻き上げ上下 2 段を巻き上げ下 1 段に変更 

 ②被覆資材について、天井部についても 10 年以上展張可能な農ＰＯを採用 

 ③カーテンについて、1 層にし、その分暖房施設の能力アップを図るが、二酸

化炭素施用について兼用タイプのものを用いる 

 ④細霧冷房を行わない 

 この結果、10a 当たり 30,240 千円～35,660 千円となった。 

 

⑷ さらに、新技術やスペックの適正化などによるコスト低減に努めた結果、資

料 14 で示したように全体コストは 28 百万円～35 百万円で、目標の 23 百万

円よりも 20～50％上回っている。しかしながら、当初の 4,000 万円に比べれ

ば、約 20％～35％のコスト削減となっている。 

なお、前述の関東地方 A 県、B 県の 27 年の 2 事例に比べてみると、両事例

のスペックは当初の見積に用いたものに近いにもかかわらず、その工事価格は、

第２回見積とほぼ同水準となっている。実際の入札価格は、施設の規模、現地

の条件、その時点での物価等様々な要因により左右されるものの、今回のよう

な標準見積価格（具体的な案件についての入札などとは異なり、メーカーの販

売希望価格に近いもの）と実際の販売価格の間にギャップがあるのではないか

と考えられる。この見積価格についてこの点を踏まえて評価する必要があると

考えられる。参考に、ある地域では、①地域の温室の一括発注などによりスケ

ールメリットを出すことで優位性をもった入札ができていること、②ハウス材

や設備の情報把握と材の需給・価格動向をしっかり踏まえていること、③過去

の実績が豊富なこともあり、入札価格設定のため標準的な見積もりと入札見積

の間には、5％～15％程度の差があるとのことである。 

 

 

６．３ 作物別・地域別高生産性低コスト温室の仕様と設置コストの検討  

       

６．３．１ 基本的な考え方 

 トマト(大玉)の標準モデルを基に、作物別、地域別に､高生産性低コストモ

デルについて検討小委員会を開催し検討を行った。検討の基本的な考え方は、

目標単収について現状の 2倍とし、設置コストの 3割以上の低減を図ることと

するが、具体的な目標単収の設定に当たっては、作物毎、地域毎の実情を考慮

するとともに、設置コストについては、初期導入コストの低減を主眼とし、ラ

ンニングコストを考慮した施設等の選択はオプションとすることとした。 
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６．３．２ トマト（大玉）・熊本県八代地域 

 (1)10a当たり目標単収 

  目標単収については、標準モデルと同様 30トン/10ａとすることとした。

熊本県冬春トマトの単収は、Ｈ26－28 年 3 カ年平均で 12,600 ㎏/10ａなの

で、現状の約 2.4 倍となるが、優良事例等を考慮し意欲的な目標とした。 

  

 (2)仕様 

  仕様については、上記目標を達成できるものとして表７のとおりとした。 
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  標準モデルとの違いは、以下の 3 点である。 

   ・台風の影響を考慮し、耐風速を 35ｍ/ｓから 50ｍ/ｓに引き上げ 

   ・栽培方式をハイワイヤーの養液栽培から、養液土耕栽培に変更 

   ・軒高を４ｍから 3.5ｍに引下げ 

   ・間口について、土地の有効利用の観点から 6.5m とするとともに、そ

れに合わせ、フェンロー型温室から 1 屋根鉄骨ハウスに変更。 

   ・水田に設置することから、基礎について布基礎を採用 

    

 (3)見積結果 

  見積結果は、表８のとおり 24 百万円～30 百万円であり、標準モデル（28

百万円～35 百万円（消費税を除く））よりも設置コストは低くなっている。

温室の参考図面は資料１１：P148 に掲載している。 

 大山委員から、軒高 3.5ｍとしているが、温室のかさ上げが難しいことを

考えれば、将来的に 30 トン以上を目指すのかどうかをよく考慮して軒高の

選択をすることが重要であるとの指摘があった。 
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 ６．３．３ ミニトマト・熊本県玉名地域 

 

 (1)10a当たり目標単収 

目標単収については、16トン/10ａとすることとした。熊本県冬春ミニトマ

トの単収（Ｈ26－28 年 3 カ年平均）は 9,430 ㎏/10ａであるが、地域で最も単

収の高い人で 16 トンであり、玉名地域では、黄化葉巻病対策で 7 月 10 日か

ら 8 月 15 日までの間は必ず空けており、その点からも単収増には限界がある

との指摘があったこと、2 倍の 20 トンを目指すとなれば、相当にスペックを

あげたものにせざるを得ずコスト削減は困難との指摘があり、現状の 1.5 倍

水準の 16トンとした。 

 

(2)仕様 

仕様については、上記目標を達成できるものとして表９のとおりとした。 

 標準モデルとの違いは、以下のとおり。 
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  ・台風の影響を考慮し、耐風速を 35ｍ/ｓから 50ｍに引き上げ 

  ・栽培方式をハイワイヤーの養液栽培から、養液土耕栽培に変更 

   ・軒高を４ｍから 3ｍに引下げ 

   ・間口について、コスト低減を図る観点から、間口を 6ｍとするととも

に、それに合わせ、フェンロー型温室から丸屋根型鉄骨ハウスに変

更。 

  ・屋根換気についても、コスト低減の観点から片天窓から、谷換気方式に

変更。 
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  ・収量確保の観点から、被覆について、農 PO ではなく、光透過量の経年

減衰の少ないフッ素フィルムを採用するとともに、カーテンについても

1 層ではなく、2 層を選択。 

  

(3)見積結果 

見積結果は、表 10 のとおり 25 百万円～32 百万円であり、標準モデル

（28 百万円～35 百万円（消費税を除く））よりも設置コストは低くなってい

るもののその差は小さくなっている。温室の参考図面は資料１１：P149 に

掲載している。その要因は、被覆資材のフッ素フィルムの選択、カーテンの

2 層化によるものであり、それを標準モデルと同じものとすると、3 百万円

/10a 程度設置コストを下げることは可能であるが、生産目標の達成に支障が

ないかどうかは検討が必要と考えられる。 
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６．３．４ イチゴ・栃木県佐野地域 

 

(1)10a当たり目標単収 

目標単収については、全国平均単収の 2 倍で 6 トン/10ａとすることとした。 

  （参考）栃木県 単収 Ｈ26－28 年 3 カ年平均 4.2 トン/10ａ 

 

(2)仕様 

仕様については、上記目標を達成できるものとして表 11 のとおりとした。 
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 標準モデルとの違いは、以下のとおり。 

  ・栽培方式を作業の効率化、軽労化等を考慮し、高設養液栽培を選択 

   ・イチゴの場合には生育量の確保の観点から高軒高の必要性がないの

で、軒高を 4ｍから 3ｍに引下げ 

   ・間口について、コスト低減を図る観点とベッド間隔などから、間口を

6.5ｍとするとともに、それに合わせ、フェンロー型温室から丸屋根型

鉄骨ハウスに変更。 

  ・張り替えの手間を考え、被覆について、農 PO ではなく、より長期展張

が可能なフッ素フィルムを採用する。カーテンについても 1 層ではあ

るが、メンテナンスを考え平張方式に変更。 

 

(3)見積結果 

見積結果は、表 12 のとおり 31 百万円～35 百万円であり、標準モデル

（28 百万円～35 百万円（消費税を除く））よりも設置コストがやや上がって

いる。温室の参考図面は資料１１：P152 に掲載している。 
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これは、イチゴ養液栽培装置が約 43 百万円（約８百万/10a）であること

が大きい。イチゴの養液栽培装置については、特別な資材が必要なわけでも

なくホームセンターで購入できるもので作成することができるので、各県で

も検討が行われてきた。栃木県農業試験場でも「クリプトモスを用いた環境

にやさしいいちごの養液栽培技術」（新技術シリーズ no.5）の中で、2 連式ベ

ンチで資材費だけであれば 267 万円/10a で設置できるとの試算を示してい

る。 

養液栽培装置については、今回は 1 社だけの見積であるので、他社との比

較も必要であること、また、自力施工を選択すれば材料費だけで済むという

ことになるが栽培上支障がないように実施できるかという課題もあり、引き

続き検討することが必要である。 
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さらに、初期コストの削減という観点からは、被覆材については農 PO

を、カーテンについては傾斜張りを選択するほうが良いので、それを選べ

ば、約 5 百万円（1 百万円/１０ａ）程度コストを下げることができる。 

 

 

  

６．３．５ 温室メロン・静岡県袋井地域 

(1)１０a当たり目標単収 

 温室メロンについては、品質を重視し、収量の増は見込まないこととし、現地

での収穫状況を踏まえ、目標単収は静岡県農林水産部「施設園芸生産コスト 5 割

削減技術の提言書」の目標の 4.8 ケース/3.3 ㎡（11.6 トン/10a）とすることとし

た。 

 

(2)仕様 

仕様については、上記目標を達成できるものとして表 13 のとおりとした。 
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標準モデルとの違いは、以下のとおり。 

  ・温室メロンは周年安定出荷のため、個々の農家も計画的な生産を行って

おり、そのためには、50a を 1 区画として生産して出荷することは需給

バランスを壊してしまうので、できない。従って、温室を区分管理して

順次出荷できる体制を作る必要がある。このため、10 室に区分して管

理できるようにすることとした。 

  ・栽培方式については、軽量化等の観点から D トレイ方式なども検討し

たが、品質を重視する観点から現行方式とすることとした。 

・軒高について、4ｍは不要ではないかとの意見があったが、栽培環境の

安定化のため 4ｍとすることとした。 

   ・フェンロー型温室とするが、間口について、8ｍとするに変更。 

   

(3)見積結果 

  温室メロンについては、現在スリークオーター型のガラス温室で栽培され、

その温室の設置コストが 55 百万円/10a と高いことから、このコストの 3 割

削減（39 百万/10ａ）を検討すべきと考えられる。温室の参考図面は資料１１：

P153 に掲載している。 

  表 14 の見積について、B 社に、細かく内部間仕切り設置(カーテン工事に

300 万円追加)、環境制御装置（プロファーム 5 台、22,500 千円）、栽培シス

テム（35,700 千円）について検討していただいたので、この 3 点について各

社の見積に追加する形で整理を行っている。 

  その結果は、42 百万円～51 百万円/10ａとなった。内訳をみると、ハウス

本体よりも付帯設備についていかに効率化するかが大きな課題と考えられ、

区分数の削減、栽培方法の見直しなどを含め更なる検討が必要である。   
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６．３．６ パプリカ・茨城県水戸地域 

  

(1)１０a当たり目標単収 

パプリカの場合には、単収は施設の性能に比例し、ガラスのフェンロー型温室

のフルスペックのものであれば 20トン超えも可能である一方、農ＰＯフィルム

の低コストタイプのもので、14 トンは難しいとの指摘があったが、技術を統合

化すれば現状でも到達できる目標ということで、目標単収を現状の全国平均（７

トン）の２倍の 14トン/10ａとすることとした。 

 

(2)仕様 

仕様については、上記目標を達成できるものとして表 15 のとおりとした。 
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標準モデルとの違いは、以下のとおり。 

  ・生育量を確保するため軒高を 4ｍから 5ｍに引き上げ。 

   ・間口について、ベッド間隔を考え 8ｍとするが、コスト低減を図る観

点から、フェンロー型温室から丸屋根型鉄骨ハウスに変更。 

  ・カーテンについて、パプリカは最低温度が高いので、2 軸 2 層にする。 

  ・作業位置が高いので、高所作業車は電動、レール式とする。 

(3)見積結果 

  見積結果は、表 16 のとおり 42 百万円～50 百万円であり、標準モデル（28

百万円～35 百万円（消費税を除く））よりも設置コストは大幅に高くなってい

る。温室の参考図面は資料１１：P155 に掲載している。本体価格は、他の作

物に比べて 1 千万円程度の増加であるが、付帯設備の内容が拡充されることに

よって大幅に上がっており、今後このような高軒高でハイスペックな施設のコ

スト削減に向けた更なる検討が必要と考えられる。 
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６．４ 今後のコスト低減方策について   

  コスト低減に向けて検討を行ったが、施設園芸の収益性確保のためには一

層のコスト削減が必要と考えられる。当委員会の委員及び農林水産省の協力

を得て低コストの温室設置事例を資料 12：P157 に整理をした。このような事

例や当委員会での議論を踏まえ、検討すべきコスト削減策については、資料

9：P145 にまとめたものも含め、以下のとおりである。 

 

（１）ハウス仕様の標準化（ユニット化） 

  これまでの日本の温室は、一つ一つオーダーメイドで作られてきた。しかし、

近年間口については、６ｍ、８ｍ、９ｍにほぼ集約されつつあり、必要とされ

る設備についても一定の合意形成が図られつつあると考えられる。特に内部

施設についてユニット化されることにより機種の絞り込みなどが進み、低コ

スト化に寄与するものと考えられる。このため、今回の検討については、５０

a を一つのユニットと考えて検討を進めてきた。 

  標準化が難しい理由として、日本では所有地の土地の形状の制約（大きくて

も３０ａ区画）、作物が多く、栽培方法も多様、気象条件もさまざまであるこ

とが挙げられている。 

  今後、農地の集積を進め、ユニット化の意義を生産者に理解してもらいなが

ら、それに対応できる土地の確保に努力してもらう必要があると考えられる。

作物や気象条件の違い（特に風速や降雪）については、主要な作物、主要な地

域毎に絞り込む必要があると考えられる。 

 

（２）建設作業の効率化、特に専用重機の導入 

  ハウスの建設現場においても人手不足が深刻化する中で、作業の効率化は

特に重要である。部分的には重機の活用などが行われているが、不十分な状況

である。 

専用重機の利用が遅れている理由としては、１社で持っても十分に使いこな

せない、メリットがないということが大きい。また、１か所当たりの工事量が

少ないと重機の移動に費用が掛かりすぎ、効率化に結びつかないとも言われて

いる。さらに、大きな工事は補助事業が多く、工事の時期が集中することから、

共同利用化も難しくなっている。 

  専用重機の共同利用化を進めるために、その導入当たって国の支援を求め

るとともに、メーカー間で効率的に使うためにも工期の拡大が重要と考えら

れる。さらに、効果的な活用のためにはハウスの仕様の標準化も重要と考えら

れる。 
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（３）海外の資材の活用 

  既に、海外製品が輸入され利用されているが、まだ限られている。 

海外の資材の利用が進まない理由として、品質等について正確な情報がない

こと、海外から製品を輸入する場合は時間がかかるため、注文を受けてから発

注しても間に合わないので使えないことが挙げられている。 

海外製品の活用のためには、その品質について情報収集を進める必要がある。

さらに、海外製品を使えるように工期についても延長するなど柔軟な対応が必

要と考えられる。 

 

（４）耐用年数の明確化（素材や塗装法等の選択） 

  耐用年数については、園芸用施設安全構造基準では、ガラス室２０年、プラ

スティックハウス１５年を標準耐用年数としているが、実際には３０年以上

活用されている。長期の活用は農家の経営コスト低減面で有意義であるが、一 

方、新たな技術等が十分に活用できないという課題がある。 

  今後、新たな技術等を積極的に取り入れていくためには２０年程度の更新

を前提として、使用している素材や塗装、メッキ法などを見直し、コスト低減

を図ることが必要と考えられる。なお、安全構造基準の見直しについては、別

の委員会で検討中である。 

 

 

（５）建設費用とアフタケア費用の分離 

  当委員会の中でも議論があったが、ハウスを建設後のアフタケアについて

日本のメーカーは無料で行っている。これにも当然のことながら費用が掛か

るので、これがハウスの価格に上乗せされることとなる。ただ、アフタケアも

不明確な部分もあるので、建設コストの明確化するうえでも両者の費用を分

ける必要がある。 

  そのためには、利用者である生産者に、この重要性を理解してもらいながら、

必要なサービスは有料とする方向で全体として取り組んでいく必要がある。

実際には、無料サービスは限定化し、その他は有料化を行っているところもあ

るし、大規模施設などでは有料コンサルタントの必要性も高まっている。 

 

（６）流通マージン、流通コストの削減 

  当委員会の中で、日本のハウスの流通経路が複雑で、多大な流通マージンや

流通コストがかかっているのではないかとの指摘があった。ハウスの建設に

ついてハウスメーカーが直接行うのは大規模なもの等に限られ、代理店等が

行っているものも多いので、その分流通マージン等が増える構造となってい
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る。一方、ハウス建設の場所が全国に散らばっており、年度による工事量の大

きい中で、ハウスメーカー等が全国をカバーすることができない状況でもあ

るし、工事場所とその量が集中しないことにより流通コストの削減も難しい

状況である。 

  流通マージンや流通コストを低減していくには、園芸施設を集中・集約化し

ていくことが極めて有効と考えられる。集中化・集約化により、施設の流通マ

ージン、流通コストだけでなく、実際の生産用の資材、生産物の販売面でもコ

スト削減が可能となり、経営面でのメリットが大きいと考えられる。  

 

以上のように、今後のコスト削減には、メーカーだけの努力ではなく、農業者

の理解と協力、更に国等の支援を必要とするものであると考えられる。 

 

 

７ 産地での輸出目標の設定 

  

７．１ 基本的な考え方 

  輸出を拡大するためには、温室の低コスト化と生産性の向上以外の取組

（輸出先での販促活動、相手国の植物検疫見直しなど）も合わせて行うことが

不可欠である。しかし、温室の低コスト化以外については、今回詳細な検討を

行うことができなかったので、現在の輸出動向と各地域での輸出拡大に向けた

取組などから、輸出目標を設定することとする。目標年度は平成３１年度とす

る。 

    

７．２ 具体的な目標の検討について 

 

（1）トマト・熊本県八代地域 

  資料 2 に示されているように、八代地域農業協同組合では、香港へトマト

を輸出しており、平成 27 年は 7.2 トンまで拡大したが、平成 28 年には円高

の影響等もあり 3.5 トンまで減少している。一方で、地域でトマト生産は着実

に伸びており、ＪＡ熊本経済連、熊本県、ジェトロなど関係団体との連携を強

化しつつ、輸出の拡大を目指すこととし、これまでの最高であった 27 年の 5

割アップの 10 トンを平成 31 年の輸出目標とすることが望まれる。 

 

（2）ミニトマト・熊本県玉名地域 

  資料 2 に示されているように、玉名農業協同組合では、香港へミニトマト

を輸出しており、平成 27 年は 7.1 トンまで拡大したが、平成 28 年には円高
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の影響や生食文化が定着していないこと等もあり 3.9 トンまで減少している。

一方で、地域でミニトマト生産は着実に伸びており、ＪＡ熊本経済連、熊本県、

ジェトロなど関係団体との連携を強化しつつ、輸出の拡大を目指すこととし

ている。地域での具体的な目標設定が行われておらず、為替の変動などに輸出

量が大きく左右されるが、これまでの最高であった 27 年の 5 割アップの 10

トンを平成 31 年の輸出目標とすることが望まれる。 

  

 

（3）イチゴ・栃木県佐野地域 

  参考資料 2 に示されているように、ＪＡ佐野では、マレーシア、シンガポー

ル等へイチゴを輸出しており、平成 27 年には 1.6 トンまで拡大したが、平成

28 年には円高の影響等もあり 0.5 トンまで減少している。今後は、「とちぎ農

産物輸出促進会議」との連携を強化しつつ、輸出の拡大を目指すこととなる。

栃木県では JA が主体となった輸出の取組から、JA 全農栃木を主体となった

取り組みに移行していることから個別の地域の目標は設定できなくなってい

ることから、栃木県の目標に沿って 28 年水準の 3 割アップ（平成 31 年度）

を目指すことが望まれる。 

 

 栃木県農産物輸出額の推移及び目標 

  平成 26 年   27 年   28 年    （31 年）   標（平成 32 年） 

  0.95 億円   1.3 億円  2.9 億円  （3.7 億円）  4 億円  

                     （約 3 割） （約 4 割アップ）                                                   

 

（4）温室メロン・静岡県温室農業協同組合 

組合としては、生産数量が減少する中で、輸出数量が着実に伸びており、そ

の品質の高さについては輸出先でも評価されている。今回検討されている大型

のハウスでの低コスト生産が可能になれば生産の減少に歯止めがかかり、その

輸出能力も維持拡大するものと考えられるので、平成 31 年の輸出目標につい

ては、1,000 箱を目指すことが望まれる。 

 

（単純推計） 

平成 25 年      26 年     27 年     28 年（見込み）      

  308 箱    353 箱（＋15％） 470 箱（＋33％） 590 箱（＋25％） 

  

  29 年（推計）   30 年（推計）   31 年（目標） 

  740 箱（＋25％） 925 箱（＋25％） 1,160 箱（＋25％）  
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（5）パプリカ 

  パプリカについては、国内の生産量を伸ばし、輸入品のシェアをいかに奪還

するかということを、輸入拡大目標とすべきと考えられる。 

    パプリカの施設面積については、平成２４年から２６年にかけて伸びが鈍

化しており、この傾向は続くものと思われる。その中で、単収については着実

に増加するものと見込まれることから、単収は９トン以上、全体の収穫量も６

千トン以上を目指すことが望まれる。 

 

 （試算） 施設パプリカの生産の推移（全国）  

年度 平成22年 24 年 26 年 28 年 30 年 31 年 

面積(ha)    35   52    57  (62)    (67)  (69) 

面積の増

(ha) 

    +17   +5  ( +5) 

 

  (+5)   (+2) 

収穫量(t) 1,883 3,483  4,151 (4,960)  (5,632) (6,348) 

単 収

(t/10a) 

     5.4     

6.7 

    7.3   (8.0)     (8.8)   (9.2) 

単収の増

(%) 

  +24%   +9%  (+10%) (+10%)  (+5%) 

（参考） 

輸 入 量

（ｔ） 

 

 

 

32,893 

 

34,268 

 

40,488 
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「とちぎ農産物輸出戦略」の概要について

平成28年２月29日

農 政 部

１ 戦略策定の必要性

少子高齢化や人口減少等により、農産物の国内需要の減少が見込まれる中、「稼げる

農業」を実現するためには、海外における県産農産物の継続的な販路拡大を図るととも

に、県内の生産供給体制の確立が必要。

このため、官民が一体となって戦略的かつ継続的に輸出を促進する観点から「とちぎ

農産物輸出戦略」を策定。

※ とちぎ農産物輸出戦略策定会議 → 委員長：県農政部長、副委員長：県農協中央会長
昨年12月から３回開催（幹事会を含む）

２ 現状と課題

これまでの輸出は、行政・輸出業者が主体となり、現地日本人など富裕層を対象とし、

スポット的な航空便による日系の百貨店等向けの輸出にとどまった。

本格輸出を実現するためには、①日系以外の店舗等への更なる販路拡大、②輸送コス

トの低減、③輸出に対応した産地の育成 等が必要。

３ 目指すべき目標（H28～H32年度の5年間）

農産物輸出額：0.95億円（H26） → 目標額：３億円（H32）

４ 本県農産物輸出拡大のための戦略

◆戦略１ 品目別輸出促進戦略

スカイベリー、にっこりなど希少性の高い品目や牛肉等を中心に売り込み、輸出品目の継続

的出荷を図るとともに、生産・出荷計画による県産品同士の競争回避・ブランド力向上を実現。

〇 牛 肉：食肉センターを整備、輸出部位の更なる拡大（アメリカ、シンガポール、EU、香港）
〇 な し：船便での「にっこり」の輸出拡大（マレーシア、インドネシア、シンガポール、タイ）
〇 いちご：「スカイベリー」を軸とした高級品の販路拡大（マレーシア、インドネシア、シンガポール、

タイ、UAE、 EU） など

◆戦略２ 現地バイヤーとの連携による販路拡大

→ 現地バイヤーの開拓・連携強化、集中プロモーションの実施 など

◆戦略３ 新たな販売ターゲットの開拓

→ 高級リゾート地のホテルや地場系スーパーへの販路開拓 など

◆戦略４ 輸出競争力強化のための広域連携推進

→ 北関東３県共同での輸送試験・テストマーケティングの実施、PRの拡大 など

◆戦略５ 輸出に対応した産地・施設・技術の構築

→ 生産・出荷体制の構築、GLOBALG.A.P.の取得、栽培技術・鮮度保持技術検討 など

◆戦略６ インバウンド需要等の取り込みによる本県農産物のファン獲得

→ 観光客受け入れの研修会の開催、資料作成、手土産による持ち帰りの円滑化 など

５ 官民一体となった輸出戦略推進体制

県、市町、農業団体、関係機関、輸出企業等が一体となった「とちぎ農産物輸出促進

会議（仮称）」を設置。生産・出荷計画等を議論し、農産物の更なる輸出拡大を推進。

資料１－(３)　－栃木県ホームページより－
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資料2－１：対象地域別概況
八代地域農業協同組合 対象作目： トマト

１．トマトの生産及び出荷状況
平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年

作付面積(ha) 229.4 238.0 233.2 231
生産量(t) - - -
単収(kg/10a) 12,986 13,020 13,771 133485
生産者数(人） 295 294 283 288
出荷量（ｔ） 29,789 30,987 32,113 30835

２．トマトの輸出の状況
平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年

輸出数量(t) － 4.0 7.2 3.5
輸出国 － 香港 香港 香港

(注）この３年間に輸出実績はないが、過去に輸出実績が
あった場合は、その年度と数量、輸出国を下記に記入ください。

年度
輸出数量（ｔ）
輸出国

３．輸出への取り組み（地区としての取り組み、県、市との連携しての取り組み等その内容をお書きください。
→基本的に当JAにおいては輸出に対する経験・知識共に不足しているため、関係機関の支援を受け
ながら、少しずつ取り組んでいる。
・熊本県経済連と連携した試験的販売。
・知識の習得のため、熊本県主催の研修などに参加。
・輸送試験（コンテナ内温度等）のコンソーシアム（行政・研究機関・JAやつしろ）に参加。

4．ハウスの設置面積

トマト 平成２７年度末：　　  　   233.2ha
全体（すべての作目）:平成２７年度末：    280.2ha （トマト+ミニトマト）
うち低コスト耐候性ハウスの割合　　　　　　　　％12.7%

5．ハウスの新設状況
平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年

トマト(ha) 7.72 5.53 2.69 18.05
全体(ha) 9.28 6.81 2.69 18.05
うち低コスト
耐候性ハウス
の割合(%)

100% 100% 100% 100%

6.ハウス設置コスト(内部施設、栽培施設も含む。）
低コスト耐候性ハウス（耐風速50m/s-角屋根） ： 16,540千円/10a (うち内部施設等の割合　40.1%） H28年度実績
低コスト  〃  性ハウス（耐風速50m/s-角従来） ： 10,433千円/10a (うち内部施設等の割合　42.1%） H28年〃実績
低コスト  〃  性ハウス（耐風速35m/s-丸鋼管） ： 16,624千円/10a (うち内部施設等の割合　47.0%） H28年〃実績
その他ハウス(その地区で一般的なもの）：　　千円/10a (うち内部施設等の割合　　　%）

７．ハウスの低コスト化に向けての提言、意見等
・鋼材の高騰にあわせ、建て込み班の確保が困難であり、とりわけ、作業労賃の動向が読めない状況であ
るため、低コスト化は難しい状況となっている。
・平成29年度事業についてもその影響によって、同一仕様・同一程度の規模であってもH28実績の10%程度
の価格上昇となった。
・新しい技術や工法が実証・導入されても、作業員の確保・作業労賃（工事費）の対策を講じなければなら
ないと感じるが、現時点ではその対策が見当たらない（その点では事業実施主体・請負業者もできる限り
の努力をしていると感じるが…）。
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資料2－２：対象地域別概況
調査地区名： 玉名農業協同組合 対象作目： ミニトマト

１．ミニトマトの生産及び出荷状況
平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年

作付面積(ha) 72.3 79.9 85 90.8
生産量(t)
単収(kg/10a) 11.24 10.69 10.7 10.8
生産者数(人） 176 185 187 189
出荷量（ｔ） 8,123.0 8,538.7 9,118.0 9828

２．ミニトマトの輸出の状況
平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年

輸出数量(t) 2.7 4.3 7.1 3.9
輸出国 香港 香港 香港 香港

(注）この３年間に輸出実績はないが、過去に輸出実績が
あった場合は、その年度と数量、輸出国を下記に記入ください。

年度 平成２２年 平成２３年 平成２４年
輸出数量（ｔ） 0.3 2.2 2.5
輸出国 香港 香港 香港

３．輸出への取り組み（地区としての取り組み、県、市との連携しての取り組み等その内容をお書きください。
JA単独の取り組み。
初年度は、イチゴのみ（平成１６年　１ｔ　香港）

4．ハウスの設置面積

ミニトマト 平成２７年度末：　71.3ha
全体（すべての作目）:平成２７年度末：　287ha
うち低コスト耐候性ハウスの割合　13.2　％  ※生産統合事業で定義付けられた面積　（硬質ハウス等は含まない）

　　　　
5．ハウスの新設状況

平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年
ミニトマト(ha) 4.2 7.0 3.1 5
全体(ha) 5.4 9.3 5.3 10
うち低コスト
耐候性ハウス
の割合(%)

6.ハウス設置コスト(内部施設、栽培施設も含む。）

低コスト耐候性ハウス：１７，０００～１０，０００千円/10a(うち内部施設等の割合　概略５０％～２０％）
※付帯施設や入札時の諸要因で事業費は大きく変わるので、正確な数字が出せません。

その他ハウス(その地区で一般的なもの）：　　　　　　　千円/１０a  (うち内部施設等の割合　　　　　　％）
※地区での一般的なハウスは、生産者各々が施工業者と仕様や金額で決めているので
わかりません。また、内部施設も各々変わるので、分からない。

７．ハウスの低コスト化に向けての提言、意見等
低コスト耐候性ハウスは、主に地域にある施設や県内の産地の情報で導入しているので、
低コスト耐候性ハウスで建設しているのでは無いが、低コスト耐候性ハウスの基準に合う多様な
施設を紹介してもらい参考にしたい。

低コスト面積しか把握出来ていませんが、新設のハウ
スは、ほぼ低コスト耐候性ハウスです。
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資料２－３：調査対象地区の概要
調査地区名： JA佐野いちご部会 対象作目： イチゴ

１．イチゴの生産及び出荷状況
平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年

作付面積(ha) 18.71 17.66 17.37 17
生産量(t) 741 736 763 782
単収(kg/10a) 4,242 4,166 4,395 4600
生産者数(人） 84 78 73 71
出荷量（ｔ） 741 736 763 782

２．イチゴの輸出の状況
平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年

輸出数量(t) 0 0.06 1.6 0.5 ※H25は原発事故に伴
輸出国 - マレーシア、タイ マレーシア、インドネシア、米国 マレーシア、シンガポール う輸入規制の影響

(注）この３年間に輸出実績はないが、過去に輸出実績が
あった場合は、その年度と数量、輸出国を下記に記入ください。

年度
輸出数量（ｔ）
輸出国

３．輸出への取り組み（地区としての取り組み、県、市との連携しての取り組み等その内容をお書きください。
○「とちぎ農産物輸出促進会議」（県、市町、農業団体、輸出企業等が構成員、H28.6設立）に参加し、
オール栃木としていちごの輸出に取り組む。
○東南アジアを中心に、「高級いちご」としてのブランド化・販路拡大を目指す。

4．ハウスの設置面積

イチゴ 平成２７年度末：　　　　　17ha
全体（すべての作目） ：　331.4ha　※平成２６年数値
うち低コスト耐候性ハウスの割合　　　　　　　　％　　　‐％（いちごのみでは1.5ha）

5．ハウスの新設状況
平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年

イチゴ(ha) 0.01 0.05 0.22
全体(ha) - 46.9 -
うち低コスト耐
候性ハウスの
割合(%)

- - -

6.ハウス設置コスト(内部施設、栽培施設も含む。）

低コスト耐候性ハウス：　１６，０００千円/10a(うち内部施設等の割合　　　　　３５％）

その他ハウス(その地区で一般的なもの）：　２５，０００千円/１０a  (うち内部施設等の割合　　　　３５％）

７．ハウスの低コスト化に向けての提言、意見等
低コスト化には、①導入経費を下げる方向と②維持経費を下げる方向があると考える。
①は、現状のハウス仕様がトマト栽培を想定していると思われることから、間口、軒高、換気、基礎等
をいちご栽培向けに見直したらどうか。
②は、屋根・カーテン等被覆資材、内部機器等の張替え、買い替えを必要としないメンテナンスフリー
化を図る。そのために、耐用年数の長期化や故障しにくい仕様を検討したらどうか。
いちご栽培では低コスト耐候性ハウスで土耕栽培しては導入の必要性がない。高設栽培とセットで低
コスト化を考えるべきと思う。
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資料２－４：調査対象地区の概要

調査地区名：
静岡県温室農業協
同組合

対象作目： メロン

１．メロンの生産及び出荷状況
平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年

作付面積(ha) 56.1 53.5 51.7
生産量(t) 5,932 5,596 5,486
単収(kg/10a)
生産者数(人） 505 476 456
出荷箱数 714,669 674,251 660,960

２．メロンの輸出の状況
平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成28年

輸出箱数 308 353 470
輸出国

(注）この３年間に輸出実績はないが、過去に輸出実績が
あった場合は、その年度と数量、輸出国を下記に記入ください。

年度
輸出数量（ｔ）
輸出国

３．輸出への取り組み（地区としての取り組み、県、市との連携しての取り組み等その内容をお書きください。
平成27年11月　タイでのレセプション開催
平成28年7月　タイでの袋井市長トップセールス　

4．ハウスの設置面積

メロン 平成２７年度末：　　　26.3　　　　ha
全体（すべての作目）:平成２７年度末：　　　　　　ha
うち低コスト耐候性ハウスの割合　　　　　　　　％

5．ハウスの新設状況
平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成28年

メロン(ha) 6.6a 4.0a 2.0a
全体(ha)
うち低コスト耐
候性ハウスの
割合(%)

0 0 0

6.ハウス設置コスト(内部施設、栽培施設も含む。）

低コスト耐候性ハウス：　　　　　　　千円/10a(うち内部施設等の割合　　　　　　　　％）

その他ハウス(その地区で一般的なもの）：約５１，０００千円/１０a  (うち内部施設等の割合４０～５０％）

７．ハウスの低コスト化に向けての提言、意見等
現在、栽培面積で有利なフェンロー型温室の普及が進んでいないのは、スリークォーター型のほうが
より高品質なメロン栽培に適していると考えられるからです。
今後はフェンロー型普及のため高品質メロン栽培の研究、補助金等を利用しての導入促進が
必要ではないでしょうか。
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資料２－５：調査対象地区の概要
調査地区名： 株式会社Tedy 対象作目： パプリカ

１．パプリカの生産及び出荷状況
平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成28年

作付面積(ha) 2.3 2.3
生産量(t)
単収(kg/10a) 10.4 10.3
生産者数(人） 23 23
出荷量（ｔ） 240 237

２．パプリカの輸出の状況 *実績無し
平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成28年

輸出数量(t)
輸出国

(注）この３年間に輸出実績はないが、過去に輸出実績が
あった場合は、その年度と数量、輸出国を下記に記入ください。

年度
輸出数量（ｔ）
輸出国

３．輸出への取り組み（地区としての取り組み、県、市との連携しての取り組み等その内容をお書きください。
パプリカの場合、輸入から国産がどれだけシェアを奪還できるかが先になる。

4．ハウスの設置面積

パプリカ 平成２７年度末： 　　　　2.3　　　ha
全体（すべての作目）:平成２７年度末：　2.5　　　ha
うち低コスト耐候性ハウスの割合　 　　　60　　　％

5．ハウスの新設状況
平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成28年

パプリカ(ha)
全体(ha)
うち低コスト耐
候性ハウスの
割合(%)

6.ハウス設置コスト(内部施設、栽培施設も含む。）

低コスト耐候性ハウス：約18,750　千円/10a(うち内部施設等の割合　　20　　％）

その他ハウス(その地区で一般的なもの）：　　　　　　　千円/１０a  (うち内部施設等の割合　　　　　　％）

７．ハウスの低コスト化に向けての提言、意見等
・流通についても検討されてはどうか。
・補助事業の実施方法についても検討されてはどうか。
・海外の温室会社が日本市場に参入するか、新たな風が吹かなければ既存業者では低コスト化は困難だと思う。
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資料 3：ハウスの設置コストの低減に結び付く新技術等に関する 

アンケート調 査 票 

 

所属：                    

氏名：                    

電話：                    

E-mail：                   

 

１．ハウス本体 

１）ハウスの構造等に関係した低コスト化技術 

 

①  

 

②  

 

 

２）ハウスの施工、保守に関係した低コスト化技術 

 

①  

 

②  

 

 

２．付帯設備（被覆資材、環境制御機器、栽培装置等） 

１）導入コストの低減に関係した技術（導入により費用対効果が高まる技術を含む） 

  

①  

 

②  

 

 

２）ランニングコスト、メンテナンスコストの低減に関係した技術 

 

①   

 

  ② 
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３．作目に対応した低コスト化技術（作目特有の技術） 

 １）トマト 

  

  ① 

 

  ② 

 

２）ミニトマト 

  ① 

 

  ② 

 

３）イチゴ 

 

  ① 

 

  ② 

 

 ４）メロン 

 

  ① 

 

  ② 

 

 ５）パプリカ 

 

  ① 

 

  ② 
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資料４：ハウスの設置コストの低減に結び付く新技術等に関する 

アンケート（まとめ） 

 

1． ハウス本体 

1） ハウスの構造等に関係した低コスト化技術 

■鉄骨ハウスの台風被害軽減 

 沖縄で台風による最大風速のほとんどは、南東風ででる。側面からの風では陸梁で、妻 

面からの風では屋根ブレースで倒壊が始まる。 

 フィルムは厚さ 0.1mm までとし、厚いフィルムは下材を壊すので避ける。 

 ナットはダブルとする。 

 ターンバックルには針金を巻き、風による回転を防ぐ。 

 チャンネルの厚さは、2.1mm とし、1.7mm は避ける。 

 天窓おさえを付ける。 

 錆を防ぐため、下材にはアルミ材を、梁には亜鉛メッキ材を、ボルトナット、テックス 

ネジには SAS を使う。  

 ハウス群の外周に位置する基礎は、布基礎がよい。 

 縦樋は簡単に外れる。雨水が基礎周辺の土壌をえぐって妻が風で内側に変形し、壊れる 

と、ハウスが内側から吹き上げられて倒壊する。フェンロー型では、谷下の支柱を防御す 

る。 

 

■トレンチハウス 

 低温対策のために三原（1972）が考案した半地下型ハウスで、高温対策、台風対策にも 

有効である。とくに、台風対策には絶大な効果があり、石垣での 10 年間に全く被害を受け

ていない。欠点は、間口を大きく取れないことと、適温期の作物育成が抑制されることで 

ある。パパイヤなど、積算気温に応じて生育する作物で効果が高い。 

 

■既存ハウスの簡易補強技術（ダブルアーチ、筋交い、タイバー等） 

 施工を指南する（効果を予測、可視化する）シミュレーション技術、支援システム 

 

■パイプハウスの規格化、統一化 

設計、施工支援システムの構築 

 

■積雪地域に対応した連棟型施設導入によるコスト低減 

 内容：消雪設備を装備した低コストな連棟施設導入によるコスト低減 
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■骨材の軽量化と強度・耐久性の向上および部材の規格統一化によるコスト低減 

 

■天窓を廃止し、強制換気ファンで温室内の環境を調整する技術 

 

■低い軒高でもハウス内の環境をコントロール・均一化して（環境シミュレーションソフト

の活用）、骨材の低減による採光性向上と低コスト化を実現させる技術 

 

■25．4～31．8φ までの丸パイプの肉厚 t＝2．3mm を使用したスーパーダイマやザム鋼管

の簡易パイプハウス。 

上記、簡易パイプハウスの周囲に【足場管式、強力防風網垣】の併設。 

 

■各メーカーによって異なる構造計算の統一を図り、条件に沿ってできるだけ鋼材のメン

バーを簡易にする。 

 

■ヨーロッパ等の海外の構造計算を研究・取り入れる事により計算の簡略化を図る。 

 

■従来の鉄骨ハウスに使用されている構造用鋼版に代わり、良加工性高強度鋼板を使用す

ることにより鉄骨ハウス部材の軽量化（薄肉化）が可能。 

 内容：良加工性高強度鋼板の使用前提で、適切な構造の見直しを実施し適切な加工部材や

接合部材への変更を行うことによって、従来の鉄骨ハウスの強度性能を担保したままハウ

ス全体の使用鋼材重量の削減を指向。 

 簡易的なシミュレーションでは鋼材重量が従来より 2 割以上削減できる可能性があった。 

 

■足場用単管パイプを利用したハウス構造の規格化 

 内容：足場用単管パイプをハウス構造体として利用したとき、アーチパイプ等を合理的に

接続できる部品等を開発する。また、既存のジョイント類（クランプ等）についてメッキ等

防錆対策品を量産化する。これらを利用したハウス構造について、防災強度を考慮した標準

的規格を示す。 

 

■基礎としてスパイラル杭を積極利用 

 内容：施工が容易なスパイラル杭をハウス基礎として利用するため、土質とハウス構造別

に強度基準を示し、規格化を行う。また、自家施工で利用可能な簡易なくい打ち機をレンタ

ル品にする。 

 

■八角形パイプを採用したパイプハウスと鉄骨ハウスを合体させた高強度ハイブリッド 
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ハウス。 

 

■切妻ハウスの垂木部を丸屋根形状にした高軒高ハウス 

 

■素材に高張力材を使用することで、鉄骨重量を軽減。 

 

■ドブ付けメッキから、プレメッキにすることで工場製作の納期を短縮。耐久性について高

耐蝕性メッキを使用することで解決 

 

■10 年張り農 PO マンテン 5（フッソの置換えによる初期投資軽減） 

 

 

2） ハウスの施工、保守に関係した低コスト化技術 

■鉄骨ハウスの保守 

 台風常襲地帯では、1 年に 1 度はボルトナットの増し締めが必要である。フェンロー型ハ

ウスでは全ての箇所を骨材とブレースを足場として保守でき、屋根面も雨樋を歩いて補修

できる。大型台風の後、ハウス業者は大忙しになって修理を数ヶ月待つこともある。この間

に次の台風が来ると、被害は甚大になる。フェンロー型ハウスの建設費は高いが、保守管理

においてお得感がある。 

 

■アーチパイプハウスへのフィルム展張を、巻いてあるロールを軒から軒へ巻きを戻して

広げる方向に変更することにより、施工可能時間の拡大、継ぎ加工の省略を図る。 

 

■鋼管杭を使用した地中熱利用 

 内容：基礎工法で使用されるねじ込み鋼管杭を使用したクローズドシステムによる    

地中熱の利用 

 

■資材のオンサイト製造 

 ハンギングガター施工のように・・ 

多層断熱資材（布団資材）のオンサイト製造・加工技術 

原材料・素材と加工機械を現場へ持ち込みその場で加工や施工を行う。 

 

■天窓を廃止し施工期間、施工費を制御する技術 

 

■長期展張可能な被覆資材の導入。 

 被覆資材の張替頻度、経費の低減 
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■コンクリートを使用しないスチール製の杭基礎の採用。 

工期の短縮、工事費用の低コスト化を図る。 

 

■全体の鋼材重量の削減に加えて、部材単位の軽量化を指向することにより、工場での生産

を基本としたキット化を可能として、現場作業を簡易化する。 

 今後の検討によるが、施工にあたってはできる限り専門的な知識や技術、もしくは大型機

械等の使用をなくし、素人での施工を可能にするプラモデル化を指向。 

 

■「スーパーダイマ＠」を適用すれば、ハウス全体の耐久性を向上させてライフサイクルコス

トの削減が可能。 

田園環境下における鋼板の耐食性に資する鋼材寿命は、一般的な熔解亜鉛めっき（めっき

付着量 550g/㎡）に比べて約 2 倍の長寿命が可能（スーパーダイマのめっき付着量が 275g/

㎡の場合）。 

 

■ハウス内使用装置・機器類の使用電圧の統一 

 内容：ハウス内で使用する装置・機器類の使用電圧を、動力 200Ｖに統一することで、電

源設置や電気配線のコストを低減できる。 

 

■パイプハウスの地中埋め込み部を杭工法にすることで工期短縮 

 

 

2． 付帯設備（被覆資材、環境制御機器、栽培装置等） 

1）導入コストの低減に関係した技術（導入により費用対効果が高まる技術を含む） 

■養液土耕自動制御システム「ゼロアグリ」 

 「ゼロアグリ」は、ハウス土壌に埋没した土壌センサーで得られるデータを基に培養液を

供給し、土壌の水分と EC を自動制御する ICT システムである。これまで国内で約 50 台が

利用されている。トマト、キュウリなどで、導入前に比べて 25%以上増収する。また、本シ

ステムを使うと、高温対策制御が可能になる。この方法では、午前中の気温が閾値を超えた

高温日に、昼に供給する培養液を水を換えて供給し、それにより不足する栄養塩を、日没後

に供給する培養液の濃度を高めて供給する。制御開始から 1 ヶ月の間にキュウリで 35-40%

増収するが、その後の増収は認められない。 

 

■地中熱交換器内で噴霧による蒸発冷却を併用し、スポット通風に用いることによる、小型

で簡易な冷却方法の多数利用で実現する施設内冷却。東京都の普及組織発案。 

『東京普及インフォメーション』平成 28 年 7 月号 巻末『一口メモ』 
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http://www.agri.metro.tokyo.jp/fukyu_info/H28info_98.pdf 

（一社）全国農業改良普及支援協会 EK-SYSTEM 園芸会議室「トマトの暑熱対策について」 

 

■有機質肥料活用型養液栽培システム 

 EC メーター、pH メーターなどの高額な培養液管理システムが不要。本栽培技術は培養液

の緩衝能が高く、EC、pH の急激な変化がないため。また、施肥基準にこれらの指標を用い

る必要がないため。週に一度程度、簡易な（1～2 万円の）EC メーターや pH メーターで培

養液をチェックすれば十分。 

 

■水稲育苗箱と軽石を利用した底面給水栽培の導入による低コスト化 

 内容：既存の資材や繰り返し使用可能な軽石の利用による低コスト化 

 

■培地にもみがらを使用し、肥培管理を肥効調節型肥料の組み合わせで行うことにより、低

コストで環境にやさしいイチゴの高設栽培システム 

 

■汎用センサー、制御機器の利用 

 家電、自動車等で利用されている低コスト汎用品の利用、 

 小型 PC・送受信機としてスマホを内蔵・利用した制御システム 

 

■安価なポンプ（リングポンプなど）を利用した培養液調整装置の低コスト化 

 内容：リングポンプ等の安価なポンプを利用して培養液調整する装置により低コスト 

化を図る 

 

■杉皮の栽培への利用による低コスト化 

ただし、水分ストレスが高い状態が続くため、専用の養液管理技術が要る。 

 

■温室内の環境シミュレーションソフト（TRNSYS トランシス）を活用し、過剰な設備を

削ぎ落とし最適仕様を作成する技術 

 

■栽培ベンチをユニット化して施工期間、コストを短縮する施工技術 

 

■光線透過型の遮熱ネットの併用。（外張り or 内張り） 

 高温障害対策を実施し、生産作物の品薄期（夏場）の高値期に安定供給させ費用対効果を

上げる。 

 

■マルチの種類による新作型開発など 
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 紫色のマルチは緑色や黒色のマルチに比べて地温が安定して高くなり、ハウスで栽培法

と組合せれば、低コストで野菜類の作期を拡大できる可能性がある。 

 

■地中熱・熱利用大風量空調システム”Geo-MAX” 

  地下 2m のところにポリエチレン製のパイプを埋設し、外周に通水を行うことで熱交換を

した空気を導入する。地下水の利用で夏は約 1kw の電気消費量で 10℃程下げることができ

る。冬は太陽熱温水器との併用で吹出温度を 30℃程度にすることができる。 

冬場のボイラー費 80%程度削減可能。 

詳細：http://ikedatechnical.hp.gogo.jp/pc/ 

 

■気温の変化により散乱光度合の変化するフィルムの使用により遮光カーテンの簡略化を

図る。 

 

■少量土壌培地耕の開発による、隔離床型栽培装置導入費用の削減 

 

■プランターを用いた栽培装置の開発による、隔離床型栽培装置導入費用の削減 

 

■移動式栽培装置の利用 

 面積あたりの植付株数の増加による、収入の増加と軽労化を実現する。 

 

■大型施設、多連棟施設の換気率低下解消を含み、天窓扇の採用により、谷部巻上げおよび

天窓開閉装置を使用しないことにより低コスト化を図る。 

 

■除湿機導入の代替えとして、外気導入暖房機利用により、春先及び秋口の除湿を効率よく

おこなう。 

 

■日本型生産システムを海外に売り出し、量産化による低価格化を目指す 

 内容：国内の小さな市場で、多数の企業が競い合っていたのでは高コストになる。様々な

装置や技術、ノウハウを組みあわせた日本型の生産システムとして海外に売り出し、装置類

の量産化による価格の低減を目指す。 

 

■環境制御と潅水制御を一体型にした複合環境制御盤 

 

■保温効果と収束性を併せ持ったサイド保温システム「スカイコート 5 エアプラス」 
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2) ランニングコスト、メンテナンスコストの低減に関係した技術 

■夏季に実用可能なシェード資材と、それを生かす夜明け前の冷温を効果的に利用可能な、でき

れば露地圃場に設置の容易な自動開閉手段。 

これがあればキク等の露地栽培において夏季短日処理が現実的となり、丹波黒大豆のエダマ

メが期待できる。 

 

■有機質肥料活用型養液栽培システム 

 食品廃棄物など再利用が望まれている有機質資源を肥料として活用することで、従来の化

学肥料と比べ肥料コストを半減することができる。根部病害抑止効果が強いため、ハウスへの入

退室時の殺菌作業や、栽培終了時の栽培装置の殺菌作業を簡略化でき、その分の労働コストを押

し下げることができる。 

 

■屋根散水の利用によるハウス内の高温対策と生産安定 

 内容：かん水チューブをハウス上にのせ、散水することによりハウス内気温を低下させる

ことができる。 

 

■光透過性薄膜太陽電池利用 

 

■調光フィルム、クロミックフィルムによる暑熱対策 

 

■防汚機能、抗菌機能等を強化した資材（被覆資材、誘引用資材、農機具等） 

 

■モーターフォグによる自走・自動薬剤散布 

 同機を使った自律走行ミストによる気化冷房（暑熱対策） 

 

■蓄熱材、蓄熱コンクリート利用による暖房コスト軽減 

 

■地中熱利用冷暖房システム 

 

■家電、自動車等の汎用センサー利用によるセンサーメンテナンス（交換）費削減 

 

■栽培テンプレート（作業の標準化、ワンタッチ環境制御） 

 

■廃棄物再利用培地を活用した養液栽培システムの導入による低コスト化 

 内容：一般的な有機培地より経年変化が小さい（耐用年数の長い）廃棄物再利用培地（チ

ップ炭、流木炭化物など）活用によるコスト低減 
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■地下水熱利用による化石エネルギーのコスト低減 

 内容：直接冷却やヒートポンプを介した冷却加温によるコスト低減 

 

■循環型（排液活用型）養液栽培による肥料・水にかかるコスト低減 

 内容：肥料・水の排出ゼロによるコスト低減 

 

■環境制御機器による予測制御を強化し、付帯設備の動作を最低限に抑える技術（燃料費の

削減やモーターの動作回数の低減） 

 

■天窓を廃止し、強制換気ファンで温室内の環境を調整する技術 

 これにより天窓の故障から解放されるためメンテナンス費用を削減できる。 

 

■長寿命タイプの光線透過型の遮熱ネットと高保温性被覆シートとの併用で、冬季の高エ

ネルギー使用量を削減し固定経費の削減実施。 

（夏場の生産物の安定供給による収益向上と厳寒期の省エネルギー対策経費節減） 

 

■地中熱・熱利用大風量空調システム 

 

■二重被覆による暖房機の省エネ対策を図る。 

 

■ＧＨＰ ガスヒートポンプ 

 ハウスの暖房シーンにおいて、エネルギー効率ＣＯＰが１を超えることができ、高効率を

実現できる。 

 同時に、ヒートポンプの特徴である冷房機能を有することで、栽培期間の伸張を可能とし

ながら、かつ、電気式ヒートポンプの用に夏期に極端な電力消費のピークを発生させないメ

リットを合わせ持つ。 

 室内機のバリエーションも多く、冷媒の直接膨張式の空調システムにより、ハウス内の温

度ムラを多くの循環扇を併用せずとも効率よく解消できる。 

 また、特徴的にエンジンの廃熱を利用した熱回収システムは室外機の着霜が極めて少な

いため、除霜に必要とするムダなエネルギーを要せずに温度安定性を実現する。 

 

■炭酸ガス施肥を時間別の濃度管理によって無駄炊きを防止して化石燃料コストの低減を

図る。 

 

■10 段変温暖房機使用により、適切管理を行うと同時に、急激な温度差低減による化石燃
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料コストの低減を図る。 

 

■井戸を掘るより低コストになる雨水回収利用システムの製品化 

 内容：施設園芸にとって水は生命線であり、危機管理のためには 2 つ以上の水源が欲し

い。井戸を掘るより安い雨水の回収利用システムがあれば、需要が見込める。 

 

■骨材の光反射剤塗布及びサイドカーテンの光反射利用による秋冬期の増収 

（施設野菜は秋～春をメインに生産、九州の東シナ海側（西）は賓日照である。光を有効利

用することで増収を図る。 

 

 

3． 作目に対応した低コスト化技術（作目特有の技術） 

1） トマト 

■種間雑種の強勢台木を導入した多収栽培技術 

 

■2 本仕立て苗の若苗定植による育苗コスト、育苗労力の低減 

 

■二酸化炭素の日中低濃度（500ppm 程度）施用による糖度の向上や空洞果の減少などの品

質向上技術 

 

■トマトの収穫を自動で行う収穫ロボットを導入し人件費を削減する技術 

 

■収穫時の果実や葉を自動で運送する自動搬送ロボットを導入し、人件費を削減する技術 

 

■光線透過型（赤外線のみ）反射型の内張り資材によるマルハナバチの行動活性化。 

→育苗向けにも活用 

 

■ソバージュ栽培（アーチ放任仕立て栽培）のハウス栽培への導入 

 ソバージュ栽培（アーチ放任仕立て栽培）は、ハウス栽培にも導入でき、省力栽培が可能

なため、成熟集中性が高いソバージュ栽培において、ハウスを利用した作期（販売時期）拡

大に貢献できる可能性がある。露地栽培の結果ではあるが、ミニトマトと同様、中玉トマト

でもソバージュ栽培が可能である。 

 

■多段型ＮＦＴ栽培装置 

 

■軒高 2m 程度の施設でも高収量が得られるトマトの年間 4 作袋培地栽培技術 
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 内容：軒高 2m 程度のハウスで袋培地栽培を行って 30t/10a の高収量が得られる    

施設、栽培装置の低コスト化技術 

 

■トマト袋培地栽培において、袋培地の下に電熱線を敷設し、保温用のアルミ蒸着フィルム

で被覆して加温すると、ハウス内最低温度を 3℃低減できる技術 

 

■木質ペレット暖房機の導入 

 ペレット暖房機と炭酸ガスを同時施用（同一機器で炭酸ガスの施用）できるシステム 

 

■自動かん水システム（養液土耕栽培）の開発 

生育ステージ毎及び日射量に応じた潅水装置の開発 

 

■病害抵抗性品種 

トマト黄化葉巻病及び黄化病に抵抗性を有する良食味品種の開発 

 

■ヤケ抑制による収量 UP および色づきの均一化による秀品率 UP が期待できる散乱光型農

業用 PO フィルム「カゲナシ 5」 

 

2） ミニトマト 

■高度不耕起輪作 

寒冷地の無加温栽培に向く養液土耕栽培を利用した技術で、冬から春の葉菜の生産量を

高める。果菜の収穫終了後に、施肥、耕耘して、レタス、ホウレンソウなどを不耕起で連続

移植栽培する。岩手での実験例では、ミニトマト、キュウリの後に、レタス 1 回、ホウレン

ソウ 2 回の生産が可能になる。その後、果菜を不耕起で定植する。この肥培管理にゼロアグ

リを利用した例では、年間の施肥量が施肥基準に比べ 64%減少した。 

 

■種間雑種の強勢台木を導入した多収栽培技術 

 

■2 本仕立て苗の若苗定植による育苗コスト、育苗労力の低減 

 

■トマトの収穫を自動で行う収穫ロボットを導入し人件費を削減する技術 

 

■収穫時の果実や葉を自動で運送する自動搬送ロボットを導入し、人件費を削減する技術 

 

■光線透過型（赤外線のみ）反射型の内張り資材によるマルハナバチの行動活性化。 

→育苗向けにも活用 
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■ソバージュ栽培（アーチ放任仕立て栽培）ハウス栽培への導入 

  ソバージュ栽培（アーチ放任仕立て栽培）は、ハウス栽培にも導入でき、省力栽培が可

能なため、成熟集中性が高いソバージュ栽培において、ハウスを利用した作期（販売時期）

拡大に貢献できる可能性がある。 

 

■省力収穫向き品種の導入による省力低コスト化 

 省力収穫適性を示す品種の選抜および育成により、栽培者の収穫労力を軽減し、ミニトマ

トの生産拡大などを促す。 

 

■ヤケ抑制による収量 UP および色づきの均一化による秀品率 UP が期待できる散乱光型農

業用 PO フィルム「カゲナシ 5」 

 

3） イチゴ 

■強力な宣伝・マーケティング活動による、生産に好都合な形質への嗜好の誘導。 

具体例としては、堅くて酸っぱいものがイチゴであると思わせることができたら、どれほ

どイチゴ生産が低コストになるか。 

 

■種子繁殖型品種の導入による育苗労力の軽減と栽培面積の拡大 

 

■四季成り性品種の低温貯蔵ランナーを使用した挿し苗育苗 

 内容：夏期に発生したランナーを秋期から冷蔵し、春期に挿し苗育苗することで低     

コスト化 

 

■ＩｏＴを活用する技術を発展させることで、ハウス内環境の自動化や遠隔操作を行うこ

とにより作業の省力化を図り、環境制御技術の導入により高収量を目指す。 

 

■種子繁殖型イチゴの品種育成および導入により、育苗コスト、育苗労力の低減を目指す。 

 

■夜間にハウス内に遮光フィルムを展張し、その上に地下水を流すことによって気温を低

下させる、低コストな短日夜冷処理施設 

 

■局所（クラウン）加温（温度制御）による温度管理コストの低減 

 内容：局所温度制御により暖房に係るコストの低減 

 

■秋ランナー先端挿しセル苗の本圃直接定植技術（無病苗による炭そ病、イオウ病対策、育

77



苗の省力化） 

 

■光線透過型（赤外線のみ）反射型の内張り資材によるマルハナバチの行動活性化。 

→育苗向けにも活用 

 

■種子繁殖型イチゴを用いた日本型生産システムの海外売り出しによる生産コストの低減 

 内容：日本のイチゴ生産は、独自の品種を用いて冬季に栽培され、食味の良さでは世界的

にも定評がある。欧米で日本型のイチゴ生産を実施すれば、新しいマーケットとして受け入

れられる可能性がある。中国や韓国に対しては、既に技術が流出しており、今のまま放置す

れば、中国や韓国が世界一のマーケットを圧巻することになりかねない。これらの状況にお

いて、種子繁殖型イチゴは、検疫の問題がほとんどなく海外に種苗を持ち出すことができる

ため、日本型の生産システムと一緒に海外展開することで、量産化により、種苗費、装置費

や資材費等の生産システム全体の価格低減を期待することができる。海外産イチゴの日本

への流入や第三国での競合は、知的財産戦略で回避できる。 

 

■イチゴの高設栽培における低コストな簡易局部加温法 

 内容：イチゴの高設栽培で電熱線を条間に 1 本敷設して保温シートで覆うと、従来法よ

り電熱線敷設時間が 74%、資材費が 47%、電気代が 31%、年間経費が 34%削減できる技術 

 

■土耕栽培における連続畝利用による作畝労力の軽減 

（毎年作畝せず、数年間同じ畝で栽培） 

 

■パックセンターの利用 

選果施設、出荷アイテムに即したパッキング 

等級、階級の規格の簡素化（大、中、小の 3 段階程度） 

 

■高設栽培システム 

低コスト高設栽培（少量培地）システムの開発 

 

■種子繁殖品種 

炭そ病、萎黄病、うどんこ病に抵抗性を有する種子繁殖品種の開発 

 

4） メロン 

■三次元形状の網袋のようなもので果実形状を規制することにより、着果位置管理の削減。 

 

■地床栽培メロンにおける焼酎粕濃縮液（発酵かす肥料）を利用した肥料効果と土壌環境改
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善効果による肥料及び土壌消毒コストの低減 

 宮崎方式太陽熱土壌消毒と焼酎粕濃縮液を組みあわせた処理により、太陽熱土壌消毒効

果が安定し、農薬を使用した慣行防除より低コストとなります。 

 

■自動かん水システム（養液土耕栽培）の開発 

生育ステージ毎及び日射量に応じた潅水装置の開発 

 

■病害抵抗性品種 

退緑黄化病等抵抗性を有する良食味品種の開発 

 

5） パプリカ 

■光線透過型遮熱ネットの使用により高温時の果実劣化を防ぐ 

 

■側枝放任誘引法による増収対策 

 

■株元加温栽培による燃費削減 

株元加温することで暖房設定温度を 2℃下げても従来と同等の収量を確保 

 

■木質ペレット暖房機の導入 

ペレット暖房機と炭酸ガスを同時施用（同一機器で炭酸ガスの施用）できるシステム 

 

■自動かん水システム（養液土耕栽培）の開発 

生育ステージ毎及び日射量に応じた潅水装置の開発 

 

■ヤケ抑制による収量 UP および色づきの均一化による秀品率 UP が期待できる散乱光型農

業用 PO フィルム「カゲナシ 5」 
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資料 5：委員に選定された新技術等（１１技術） 

～ハウスの設置コストの低減に結び付く新技術等に関する 

アンケート（４名以上が選定）から選定～ 

 

1． ハウス本体 

1） ハウスの構造等に関係した低コスト化技術 

■既存ハウスの簡易補強技術（ダブルアーチ、筋交い、タイバー等） 

 

■パイプハウスの規格化、統一化 

 

■骨材の軽量化と強度・耐久性の向上および部材の規格統一化によるコスト低減 

 

■各メーカーによって異なる構造計算の統一を図り、条件に沿ってできるだけ鋼材のメン

バーを簡易にする。 

 

■従来の鉄骨ハウスに使用されている構造用鋼版に代わり、良加工性高強度鋼板を使用す

ることにより鉄骨ハウス部材の軽量化（薄肉化）が可能。 

 

■基礎としてスパイラル杭を積極利用 

 

■八角形パイプを採用したパイプハウスと鉄骨ハウスを合体させた高強度ハイブリッド 

ハウス。 

 

■ドブ付けメッキから、プレメッキにすることで工場製作の納期を短縮。耐久性について高

耐蝕性メッキを使用することで解決 

 

2） ハウスの施工、保守に関係した低コスト化技術 

■長期展張可能な被覆資材の導入。 

 被覆資材の張替頻度、経費の低減 

 

■コンクリートを使用しないスチール製の杭基礎の採用。 

工期の短縮、工事費用の低コスト化を図る。 

 

80



2． 付帯設備（被覆資材、環境制御機器、栽培装置等） 

1）導入コストの低減に関係した技術（導入により費用対効果が高まる技術を含む） 

■温室内の環境シミュレーションソフト（TRNSYS トランシス）を活用し、過剰な設備を

削ぎ落とし最適仕様を作成する技術  
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提
案
内
容

１
）
ハ
ウ
ス
の
構
造
等
に
関
係
し
た
低
コ
ス
ト
化
技
術

①
鉄
骨
ハ
ウ
ス
部
材
の
軽
量
化

従
来
の
鉄
骨
ハ
ウ
ス
に
使
用
さ
れ
て
い
る
構
造
用
鋼
板
の
代
替
と
し
て
、
良
加
工
性
高
強
度
鋼
板
を
採
用
す
る
こ
と
で

鉄
骨
ハ
ウ
ス
部
材
の
最
適
断
面
化
と
薄
肉
化
に
よ
る
軽
量
化
を
図
る
。

②
鉄
骨
部
材
軽
量
化
に
伴
い
、
基
礎
の
最
適
化

２
）
ハ
ウ
ス
の
施
工
、
保
守
に
関
係
し
た
低
コ
ス
ト
化
技
術

①
工
場
で
の
生
産
を
基
本
と
し
た
キ
ッ
ト
化

鉄
骨
ハ
ウ
ス
の
部
材
及
び
接
合
部
を
標
準
化
し
、
工
場
で
の
組
立
比
率
を
高
め
現
場
作
業
の
簡
易
化
を
図
る
。

②
施
主
・農
家
で
の
施
工
を
可
能
に
す
る
プ
ラ
モ
デ
ル
化
を
指
向

施
工
に
あ
た
っ
て
は
、
可
能
な
限
り
専
門
的
な
知
識
や
技
術
及
び
大
型
機
械
等
の
使
用
を
削
減
し
、

施
主
・
農
家
で
の
施
工
を
可
能
に
す
る
プ
ラ
モ
デ
ル
化
の
指
向
を
目
指
し
、
現
場
作
業
の
簡
易
化
を
図
る

③
ハ
ウ
ス
全
体
の
耐
久
性
を
向
上

当
社
製
品
で
あ
る
高
耐
食
性
め
っ
き
鋼
板
「
ス
ー
パ
ー
ダ
イ
マ
®
」を
適
用
し
、

ハ
ウ
ス
全
体
の
耐
久
性
を
向
上
さ
せ
て
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
コ
ス
ト
の
低
減
可
能
。

提
案
者
名
：
新
日
鐵
住
金
株
式
会
社
社

薄
板
営
業
部

建
材
薄
板
室

津
田

朋
幸

提
案
事
項
：
鉄
骨
ハ
ウ
ス
に
於
け
る
良
加
工
性
高
強
度
鋼
板
に
よ
る
部
材
の
軽
量
化
、
部
材
の
キ
ッ
ト
化
、
施
主
・
農
家
で
の

施
工
、
及
び
耐
久
性
向
上
を
狙
う

資
料
６
－
１
「
農
業
用
温
室
の
設
置
コ
ス
ト
低
減
に
向
け
た
技
術
提
案
会
」
提
案
資
料

期
待
さ
れ
る
効
果

①
簡
易
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
で
は
鋼
材
重
量
が
従
来
よ
り
２
０
％
削
減
、
最
適
断
面
形
状
１
０
％
削
減
で
き
る
可
能
性
あ
り

ト
ー
タ
ル
で
３
０
％
以
上
削
減
。

②
現
場
作
業
の
簡
易
化
に
よ
る
低
コ
ス
ト
化
。

③
田
園
環
境
下
に
お
け
る
鋼
板
の
耐
食
性
に
資
す
る
鋼
材
寿
命
は
、
一
般
的
な
溶
融
亜
鉛
め
っ
き
に
比
べ
て
約

3
.8
倍
。

ハ
ウ
ス
の
耐
久
性
を
向
上
さ
せ
て
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
コ
ス
ト
低
減
（老
朽
化
更
新
の
低
減
）
。

番
号
：
事
務
局
が
記
入

10
a当

た
り
の
鉄
骨
ハ
ウ
ス
本
体
（材
工
）導
入
コ
ス
ト

目
標

現
状
コ
ス
ト
か
ら
３
０
％
減

期
間
償
却
額
は
一
般
的
な
溶
融
亜
鉛
め
っ
き
と
比
べ
１

/４

お
問
合
せ
先

電
話
：
0
3
-6

8
6
7

-4
9

1
2

メ
ー
ル
ア
ド
レ
ス
:t

s
u

d
a
.x

z
5

.t
o

m
o

y
u

k
i@

jp
.n

s
s
m

c
.c

o
m
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0
%

1
0
%

2
0
%

3
0
%

4
0
%

5
0
%

0
5

1
0

1
5

2
0

2
5

3
0

3
5

4
0

座屈耐力の上昇率
D
寸
法
（
m
m
）

１
）
ハ
ウ
ス
の
構
造
等
に
関
係
し
た
低
コ
ス
ト
化
技
術

①
鉄
骨
ハ
ウ
ス
部
材
の
最
適
断
面
化
と
薄
肉
化
に
よ
る
軽
量
化

２
）
ハ
ウ
ス
の
施
工
、
保
守
に
関
係
し
た
低
コ
ス
ト
化
技
術

①
工
場
で
の
生
産
を
基
本
と
し
た
キ
ッ
ト
化
と
施
主
・農
家
で
の
施
工
を
可
能
に
す
る

プ
ラ
モ
デ
ル
化
を
指
向

②
ハ
ウ
ス
全
体
の
耐
久
性
向
上

ス
ー
パ
ー
ダ
イ
マ
Ⓡ
（
高
耐
食
性
め
っ
き
鋼
板
）
は
田
園
環
境

で
従
来
亜
鉛
め
っ
き
鋼
板
に
対
し
約

3
.8
倍
の
耐
食
性
を

有
す
る
。

（
特
別
評
価
方
法
認
定
書

国
住
生
第

3
4

2
号
に
記
載
）

提
案
事
項
：
鉄
骨
ハ
ウ
ス
に
於
け
る
良
加
工
性
高
強
度
鋼
板
に
よ
る
部
材
の
軽
量
化
、
部
材
の
キ
ッ
ト
化
、
施
主
・
農
家
で
の

施
工
、
及
び
耐
久
性
向
上
を
狙
う

八
角
形

Ｄ
一
般
な

形
状

t=
1
.2

 m
m

正
方
形

正
八
角
形

B
E
S
T

良
加
工
性
高
強
度
鋼
板
の
活
用

・
当
社
が
自
動
車
分
野
で
培
っ
た

高
強
度
鋼
板
の
技
術
を
適
用
。

・
従
来
農
業
ハ
ウ
ス
の
鉄
骨
に
は

強
度
だ
け
が
高
い
鋼
板
で
あ
り

加
工
性
に
課
題
あ
っ
た
。

・
高
強
度
だ
け
で
な
く
、
加
工
性
も
良
好

で
鉄
骨
構
造
に
自
由
度
が
増
す
為
、

農
業
ハ
ウ
ス
と
し
て
最
適
な
設
計
が
可
能

最
適
断
面
形
状

＋

導
入
コ
ス
ト
目
標

現
状
コ
ス
ト
か
ら

３
０
％
以
上
ダ
ウ
ン

耐
風
速

3
5
～

5
0

m
/
s

積
雪
量

5
0

c
m

を
満
足
し
た

最
適
な
部
材
形
状
・
構
造

の
実
現
に
よ
り

部
材
・
使
用
鋼
材
量
削
減

工
場
で
の
生
産
比
率
増

部
材
及
び
接
合
部
の

軽
量
化
・
標
準
化

高
耐
食
性
能
、
プ
レ
め
っ
き

（
注
）
掲
載
さ
れ
た
ﾃﾞ
ｰﾀ
は
例
で
あ
り
、
性
能
を
保
証
す
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん

ｳ
ｴ
ｻ
ﾞﾘ
ﾝ
ｸ
ﾞｻ
ｲ
ﾄ君
津
（田
園
環
境
）で
の
曝
露
ﾃ
ﾞｰ
ﾀ

最
適
断
面
形
状
に
よ
る
耐
力
上
昇
に
よ
り
板
厚
削
減

（
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
一
例
）

40
%
上
昇
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提
案
内
容

提
案
事
項
：
パ
イ
プ
ハ
ウ
ス
の
規
格
化
、
統
一
化

資
料
６
－
２
「
農
業
用
温
室
の
設
置
コ
ス
ト
低
減
に
向
け
た
技
術
提
案
会
」
提
案
資
料

期
待
さ
れ
る
効
果

番
号
：
事
務
局
が
記
入

1
0

a
当
た
り
の
導
入
コ
ス
ト

現
状

1
0

0
0
万
円

→
目
標

7
0

0
万
円

（
3

0
％
減
）

提
案
者
名
：
農
研
機
構
西
日
本
農
業
研
究
セ
ン
タ
ー
傾
斜
地
園
芸
研
究
領
域

傾
斜
地
野
菜
生
産
グ
ル
ー
プ
長

川
嶋
浩
樹

問
い
合
わ
せ
先

電
話
：
0
8
7
7
-6
3
-8
1
1
9

メ
ー
ル
ア
ド
レ
ス
：
h
ir
o
ki
k@

af
fr
c.
go
.jp

ア
ー
チ
パ
イ
プ
の
標
準
化
・
規
格
化

同
じ
間
口
の
ハ
ウ
ス
で
も
骨
組
み

（
ア

ー
チ
パ
イ
プ
）
の
形
状
は
地
域
、
メ
ー
カ

ー
に
よ
っ
て
ま
ち
ま
ち
で
あ
る
。

（
規
格
が
バ
ラ
バ
ラ
）

・直
管
、
金
具
・接
合
部
材
な
ど

多
数
の
規
格
が
存
在

・間
口
・軒
高
・棟
高
も
ば
ら
ば
ら

・設
備
も
ほ
ぼ
オ
ー
ダ
ー
メ
ー
ド

コ
ス
ト
高
の
要
因

・屋
根
形
状
、
軒
高
、
棟
高
の
標
準
仕
様
設
定

・使
用
す
る
パ
イ
プ
径
の
絞
込
み

・構
造
が
絞
り
込
ま
れ
る

・金
具
・接
合
部
材
の
品
種

数
減

・ハ
ウ
ス
の
強
度
を
統
一
的

に
扱
え
る

・設
置
す
る
設
備
の
共
通
化

・施
工
・作
業
の
標
準
化

低
コ
ス
ト
化

間
口

部
材
の
品
種
数
の
削
減

メ
ー
カ
ー
：
在
庫
削
減
、
製
造
コ
ス
ト
減

作
業

：
発
注
ミ
ス
減
、
作
業
効
率
化
・
・

＝
低
コ
ス
ト
化
（約
３
０
％
）

無
数
の
規
格
の
部
材

1
9
×
1
9
、
1
9
×
2
2
、
1
9
×
2
5

2
2
×
1
9
、
2
2
×
2
2
、
2
2
×
2
5
・
・
・
・

ハ
ウ
ス
強
度
の
性
能
確
保

技
術
革
新
が
進
む

ケ
ー
ス
バ
イ
ケ
ー
ス
で
あ
っ
た
ハ
ウ
ス
強
度
な
ど

一
定
品
質
の
ハ
ウ
ス
が
供
給
さ
れ
る
（
保
険
料
？
）
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提
案
内
容

提
案
事
項
：
既
存
ハ
ウ
ス
の
簡
易
補
強
技
術

資
料
６
－
３
「
農
業
用
温
室
の
設
置
コ
ス
ト
低
減
に
向
け
た
技
術
提
案
会
」
提
案
資
料

期
待
さ
れ
る
効
果

番
号
：
事
務
局
が
記
入

1
0

a
当
た
り
の
導
入
コ
ス
ト

新
設
価
格

の
１
５
％

で
補
強

提
案
者
名
：
農
研
機
構
西
日
本
農
業
研
究
セ
ン
タ
ー
傾
斜
地
園
芸
研
究
領
域

傾
斜
地
野
菜
生
産
グ
ル
ー
プ
長

川
嶋
浩
樹

問
い
合
わ
せ
先

電
話
：
0
8
7
7
-6
3
-8
1
1
9

メ
ー
ル
ア
ド
レ
ス
：
h
ir
o
ki
k@

af
fr
c.
go
.jp

ハ
ウ
ス
の
補
強
⇒
強
靭
化

強
風
被
害
や
雪
に
よ
る

ハ
ウ
ス
の
被
災

既
存
ハ
ウ
ス
に
簡
便
に
施
工
で
き
る
技
術
、
部
材
の
開
発

ハ
ウ
ス
の
更
新
不
要
で
機
能
ア
ッ
プ
⇒
リ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

（技
術
開
発
が
遅
れ
て
い
る
）

・浮
き
上
が
り
を
防
止
す
る
ス
パ
イ
ラ
ル
基
礎

簡
単
施
工
で
施
工
コ
ス
ト
低
減

・ア
ー
チ
を
ダ
ブ
ル
に

⇒
高
強
度
化

つ
ぶ
れ
な
い
ハ
ウ
ス

脱
着
型
の
簡
易
補
強

簡
単
確
実
な
補
強

⇒
部
材
開
発

従
来
型
補
強

簡
単
確
実
な
補
強
方
法
の
開
発

補
強
の
効
果
を
判
定
す
る
評
価
技
術
の
開
発

簡
単
施
工
の
た
め
の
部
材
開
発

※
保
険
と
同
じ
で
コ
ス
ト
に
応
じ
て
強
度
が
増
す
。
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